
内閣府　令和２年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

体調不良児対応型の病児保
育事業においては、看護師
等を１名以上配置することが
要件であり、看護師等は体
調不良児への対応のほか、
施設及び児童全体の日常的
な保健対応や子育て家庭へ
の相談支援の役割を担うこ
ととされているが、次の要件
緩和を求める。
①病児対応、病後児対応型
と同様に近隣病院等から駆
け付けられる等の迅速な対
応が可能であれば看護師等
の配置を要件としない。
②本事業における看護師等
の役割については、体調不
良児への対応に特化する。

一次回答では「体調不良児の発生の予見は困難」とされているが、保
育所においては、児童の健康・安全を守るための日常的な保健対応と
して、各クラスの担任保育士が、登所時における保護者からの健康状
態の聞き取りや、検温等による子どもの健康状態の観察や記録、保護
者からの依頼に基づく医師の処方による与薬などを行い、個々の通常
の健康・様子を把握し、細やかに健康状態を確認しており、体調不良児
の発生に一早く気付くよう、全体で目を配っている。
このような中、体調不良児を把握した場合には、まず保護者に連絡を
取り、児童の状態を伝え、迎えに来るまでの間の対応を確認し、全身状
態・呼吸状態・脱水症状・体温等の経過観察を行い、必要に応じ嘱託医
や子どものかかりつけ医に相談しながら対応している。
上記は、看護師の常駐の有無にかかわらず、保育士全員が厚生労働
省が示す保育所保育指針に基づき適切に行っているところである。
体調不良児対応型病児保育事業において、専門職である看護師が常
駐することは望ましいと考えるが、看護師の確保は非常に厳しい状況
にある。
こうしたことから、病児・病後児対応型と同様に、近隣病院等と連携し、
体調不良児への対応のみを役割とする看護師の駆け付けが例外的に
認められれば、看護師の常駐が困難な保育所であっても、体調不良児
発生時に、専門知識を活かした、より適切な対応が可能となり、質の高
い保育サービスが確保され、保護者の安心につながるものと考えるた
め、体調不良児対応型についても駆け付け要件が認められるよう検討
されたい。
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市

○看護師の常駐については、子どもの体調の急変に備える面では必要と考えるが、一方で常駐をし
ていなくても可とすることで、本事業の活用は増えると想定される。ただし、常駐を要件としない場合
は、保育園での勤務を希望する看護師の雇用を促進できない面も想定される。そのため、常駐しない
場合の補助額は、常駐よりも低く設定するなどの差別化は必要と考える。
○現在、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準において、保育所における看護職の配置が必
須項目ではない社会背景があります。一方で、医療的ケア児の保育所入所が少しずつ増加している
ように、医療的ケアまでではないものの、身体上の慢性疾患等への配慮が必要な入所児童が増えて
いる状況があります。乳幼児が保育所を日々利用するなかで、体調不良となることは日常的なことで
あり、看護職が配置されていない保育所であっても、担任保育士や保育所事務職員が体調不良児へ
の対応を行うことは恒常的な状況となっております。体調不良児への対応へ特化した看護職を求めず
とも、看護職の保育所配置が進むことで、体調不良児への対応は十分に対応できるものと考えます。
要件緩和により、保育所への看護職配置について、各施設が努力しやすくなります。また、社会的に、
保育所における看護職配置の意義について容認されることで、看護職も保育所へ集まりやすくなり、
保護者も安心して保育所に子どもを預けることができ、配慮が必要な子どもが増加しているなか保育
士も安心して保育対応が行えます。
○県内の市町村からも看護士の確保が困難という意見がある。
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利用児童の有無にかかわらず看護師等の配置が必須のため体調不
良児対応型を実施する施設数の拡大が進まない。
Ｈ27の地方からの提案等に関する対応方針により、病児保育事業に
ついては、近隣病院等から駆け付けられる等の迅速な対応が可能で
あれば職員の常駐を要件としないなど柔軟な対応が可能であることが
明確化されたものの、体調不良児対応型については適用されていな
い。
また、実施要綱上、体調不良児対応型を担当する看護師等に施設及
び児童全体の日常的な保健対応等の役割が課せられているが、本役
割は体調不良児対応型の実施如何に関わらず必要なことであり、病
児保育事業未実施施設においても保育士が行っていることから、本事
業の実施要件として定めることは不要と考える。

保育所等において体調不良児への病児
保育を実施していることは保護者の安心
感につながることから、実施施設数の拡
大によって、より多くの家庭に子育てへの
安心感を持ってもらえる。
また、看護師等の保育所等への常駐を要
件としないことで、域内の限られた看護人
材を有効に活用できる。

子ども・子育て支援
法施行規則、病児
保育事業実施要綱

内閣府、厚
生労働省

富山市 体調不良児対応型において同一施設内に看護師を常駐することとしているのは、医師に受診させた
後、保護者とあらかじめ協議をした上で受け入れ・訪問の決定を行う病児・病後児対応型と異なり、
児童全体の日常的な健康管理・衛生管理等の保健対応や子育て家庭への相談支援の役割を担うと
ともに、児童が保育中に発熱するなど体調不良となった場合においては、直ちに児童の症状などに
気づき・確認をし、緊急的な対応を行うことができるようにするなど、安心・安全な体制を確保するた
めである。体調不良児の発生について予見することは困難であり、初期対応の遅れによって児童の
生命・身体に危険が生じる可能性もあることから、同一施設内に看護師を常駐させることなく、本事業
の実施をすることは困難と考える。また、平時における児童全体の日常的な保健対応についても、専
門職である看護師によらず、保育士がその役割を担うことは適切でない。

当市では、幼児教育と保育を一体的かつ総合的に行う施設として、積
極的に幼稚園の認定こども園化に取り組んでいる。
当市の提案は、保護者の仕事と育児の両立支援による待機児童ゼロ
の維持に向けた幼保連携型認定こども園への移行促進を図るために、
付近の公園等も園庭とみなすことを求めるものであるが、園庭の教育
的役割の重要性については、当市も十分に理解しているところである。
幼保連携型認定こども園は、幼児教育としての機能に加え保育所機能
も有する施設であり、同一の敷地内にある園庭と公園等を、子どもの年
齢や教育・保育の目的に合わせて併用して活用することは、幼児教育
と保育の一体的推進を促すものであると考えている。
また、公園等においても遊びを通じた学びは可能であり、徒歩圏内の
公園への移動が学びに支障を及ぼすことはないと考える。更には、地
域住民との交流による学びなど２次的な教育効果も期待できるため、安
全性等が担保されれば、公園等も教育的役割は十分果たせるものと認
識している。
なお、当市の一部の保育所では、付近の公園等を屋外遊戯場とみなし
て認可されている園もあり、そのような状況においても子ども達はのび
のびと活動をしており、幼児教育・保育の質も十分に確保されていると
認識している。
当市の提案は、移行特例の見直しにとどまるものではないが、移行特
例の条件（満２歳の園児に係る園庭の面積に限り算入が可能）は限定
的であり、幼稚園から同じ定員で移行する場合、園舎面積が拡張し園
庭面積が減るなど移行に支障が生じるため、園庭の面積参入に関し
て、少なくとも移行の際不足する面積については、公園等も参入するこ
とができるよう求めるものである。

幼保連携型認定こども園は学校教育を行う施設であり、園庭は、子どもたちの興味や関心を屋外に
も向かせ、遊びのイメージに屋内と屋外の連続的な広がりを持たせて学びにつなげるという重要な教
育的役割を担っていることから、子どもが必要な時に保育室と自由に出入りできる園舎と隣接した位
置に一定の面積を設けることを求めているところである。
一方で、幼稚園が幼保連携型認定こども園に移行する場合、園庭の面積基準の「満２歳児の園児数
×３．３㎡」分の面積は、安全に移動できる場所であることなど一定の要件を満たせば、必ずしも園舎
と同一の敷地内または隣接する位置にない場所（近隣の公園でも可）の面積を園庭の面積として算
入することができるとする移行特例を設けている。
しかしながら、藤枝市のご提案は、移行特例の「満２歳児の園児数×３．３㎡」分の面積のみならず満
３～５歳児に係る園庭の面積についても、さらには、新設の場合の園庭の面積についても、基準を見
直し、園舎と同一の敷地内または隣接する位置にない場所（近隣の公園でも可）の面積を園庭の面
積として算入することができるようにすることを求めているものである。
園庭の位置及び面積については幼児教育の根本に関わる重要なものであり、その要件を緩和すると
いうことは、幼児教育の目的の達成に重大な支障を及ぼしかねず、要件緩和により幼児教育として
の質の確保を担保できなくなるおそれがあることから、ご提案を採用することは困難である。
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28 ○施設改修時に隣接地等がないため、仮設園舎と園庭面積を確保できる用地を探す必要が出てお
り、改修時の基準緩和が必要である。
○既存の民間保育所が令和２年度に幼保連携型認定こども園へ移行を希望したが、園舎と同一の敷
地内又は隣接する位置に設けられるべき園庭面積が幼保連携型認定こども園の認可基準に対して
不足していたため、保育所型認定こども園に移行した事例がある。
○当市においては、保育所から幼保連携型認定こども園への移行を希望した場合において、園庭に
関する基準を満たすことができず保育所型認定こども園を選択せざるを得ないケースが生じている。
○市街地の幼保連携型認定こども園について、老朽化のため近隣地への移転を検討しているが、園
舎と同一敷地内または隣接する位置への園庭の設置が原則とされているものの、市街地ということも
あり、園庭の面積も含めた土地の確保が難しい。

川崎市、新
潟市、浜松
市、豊橋
市、稲沢
市、徳島
県、愛媛
県、松山
市、宇和島
市、長崎
市、大分
県、指宿市

藤枝市内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

幼保連携型認定こ
ども園の学級の編
制、職員、設備及び
運営に関する基準、
幼保連携型認定こ
ども園の学級の編
制、職員、設備及び
運営に関する基準
の運用上の取扱い
について

幼稚園が幼保連携型認定こども園に移行
しやすくなり、地域の保育定員の増加に
つながる。
施設改修時においても、施設設置者の負
担軽減と子供たちの健やかな成長を守る
ことができる。

保育所の設置基準では、保育所の付近にある屋外遊技場に代わるべ
き場所を屋外遊技場とみなしてよいこととされているが、幼保連携型
認定こども園の園庭は、園舎と同一敷地内または隣接する位置に設
けることが原則とされている。既存の幼稚園が幼保連携型認定こども
園に移行しようとする際、狭小地においては、同一敷地内や隣接地に
園庭を設置することが困難な立地条件の施設もある。
本市の支障事例は、幼児の徒歩圏内に公園があるにも関わらず、一
時的に民間駐車場を園庭として有償で借上げ、設置認可のために借
地権を設定するなど、こども園設置者にとって大きな負担となってお
り、何より、子供たちの身体づくりに影響を与える規定になっている。

幼保連携型認定こども園の
付近にある園庭に代わるべ
き場所を園庭としてみなすこ
と。

幼保連携型
認定こども
園の園庭に
関する基準
の見直し

医療・
福祉
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内閣府　令和２年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

― 【全国知事会】
病児保育事業における看護師等の配置
人数については、地方分権推進特別委
員会第２次勧告の趣旨を踏まえ、地方が
自主的に判断して事業実施できるよう、
省令の改正等の措置を講じるべきであ
る。

○病児・病後児対応型病児保育事業については、現行の職員
配置要件の緩和措置によってもなお事業の実施が困難である
地域が存在するという実態を踏まえ、地域の実情に応じて事業
を行えるよう、更なる職員配置要件の緩和を検討いただきた
い。
○体調不良児対応型病児保育事業については、看護師等の
駆け付けによる対応を認めることにより事業の拡大を図り、事
業者と利用者の双方にとって安心できる保育環境の整備を進
めるべきではないか。

子ども・子育て支援交付金における病児保育事業体調不良児対応型の実施要件は、児童全体の日常的な健康管理・衛生管理等の保健対応や子育て家庭への相
談支援の役割を担うとともに、児童が保育中に発熱するなど体調不良となった場合においては、直ちに児童の症状などに気づき・確認をし、緊急的な対応を行うこと
ができるようにするなど、安心・安全な体制を確保することを目的としており、そのための費用を補助しているものである。
看護師が常駐せず、提携している医療機関等から直ちに駆けつける体制が確保されることで本事業の目的を達成できるとの指摘もなされているが、体調不良児の
発生について予見することは困難であり、あらかじめ医師の受診及び保護者との協議を行った上で、病気の子どもの受入れを決定し、看護師等の必要な体制を確
保することができる病児・病後児対応型とは本質的に事業の性質が異なることから、常駐としないで本事業を実施することは事業目的を果たせないと考えている。
また、本事業では、専門職である看護師による日常的な保健対応を行うため、看護師を常駐とし、そのための費用を補助しているものである。
なお、子ども・子育て支援交付金による補助によらない場合には、自治体独自の基準により病児保育事業を実施することは可能である。

- 令和３年８月に、全国の病児保育事業（体
調不良児対応型）実施自治体に対して、事
業運営の実態及び課題を把握するための
調査を実施した。

上記調査の結果、
①「体調不良児を対応するための必要最低
限の職員配置数の要件」について、「看護
師等１名以上」と回答した自治体は96％
（「保育従事者・看護師等それぞれ１名以
上」などと回答した自治体は4％）となった。
また、
②「看護師等の日常業務の具体的な内容」
について、「児童一人ひとりの状態（持病の
有無など）に応じた健康チェック（90％）」
「児童への衛生指導（87％）」などの回答が
あった。さらに、「体調不良児の対応を行う
看護師等は、日常の児童の状態（持病の
有無など）を把握する者が行うことが望まし
いか」との質問に、「望ましい」と回答した自
治体は88％となった。

体調不良児に対応する看護師等として、常
駐ではなく駆けつけによる対応を可能とす
ることや、看護師等の日常業務の実施を要
件としないことについては、多くの自治体に
おいて看護師等１名の配置により本事業が
実施されている中で、保育所等の利用児童
が体調不良となった場合に、当該看護師等
が駆けつけるまでの間、対応する職員が不
在になることへの懸念があること、実施主
体である自治体においても、日常の児童の
状態を把握する看護師等が、体調不良児
の対応を行うことが望ましいと考えているこ
とから、引き続き、看護師等の常駐を求め
た上で、日常業務の実施を要件とすること
とする。

５【内閣府】
（２）児童福祉法（昭22法164）及び子ども・子育て支援
法（平24法65）
（ⅲ）病児保育事業（児童福祉法６条の３第13項）につ
いては、事業運営の実態や課題を把握した上で、病児
保育事業の趣旨に沿った事業運営の観点から可能な
方策について検討し、令和３年中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省）

-

対応方針の措置（検討）状況

幼保連携型認定こども園への移行や園舎
の建替えなどの施設整備期間において基
準を満たせない場合、認可権者が教育・保
育の内容について確認した上で、一時的な
園庭面積の不足についてやむを得ないも
のとして取り扱うことができることを通知。

「『幼保連携型認定こど
も園の学級の編制、職
員、設備及び運営に関
する基準の運用上の取
扱いについて』の一部
改正について」（令和３
年１月２９日付け府子本
第４８号／２文科初第１
５６５号／子発０１２９第
１号）

通知５【内閣府】
（７）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な
提供の推進に関する法律（平18法77）
（ⅱ）幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設
備及び運営に関する基準（平26内閣府・文部科学省・厚
生労働省令１）のうち園庭面積に係る基準（同令６条７
項）については、幼稚園等から幼保連携型認定こども園
への移行や施設の老朽化等に伴う園舎の建替えなど
の施設整備により、当該施設整備に係る期間において
当該基準を満たせない場合、幼保連携型認定こども園
の設置等の認可権者である地方公共団体が、教育・保
育の内容等を確認した上で、一時的な園庭面積の不足
についてやむを得ないものとして取り扱うことが可能で
あることを、地方公共団体に令和２年度中に通知する。
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

幼保連携型認定こども園は学校教育を行う施設であり、園庭は、子どもたちの興味や関心を屋外にも向かせ、遊びのイメージに屋内と屋外の連続的な広がりを持た
せて学びにつなげるという重要な教育的役割を担っていることから、子どもが必要な時に保育室から自由に出入りできるよう、園舎と隣接した位置に一定の面積を
設けることを求めているところである。仮に園舎と同一の敷地内又は隣接する位置にない場所を園庭の代替地とした場合は、物理的に上述のような教育機能を担保
することが困難となり、幼児教育の目的の達成に重大な支障を及ぼしかねない。このように、園舎、園庭、保育室の全体的な空間構成が幼児教育の根本に関わる
重要な意味を持っていることを御理解いただきたい。
また、園庭の設置・面積については、園舎と同一の敷地内または隣接する位置に存する建物の屋上についても、地上の園庭と同様の環境が確保されているなど一
定の要件を満たした場合には、園庭としての必要面積に算入することができるほか、幼稚園が幼保連携型認定こども園に移行する場合には、園庭の面積基準の
「満２歳児の園児数×３．３㎡」分の面積は、安全に移動できる場所であることなど一定の要件を満たせば、必ずしも園舎と同一の敷地内又は隣接する位置にない
場所（近隣の公園でも可）の面積を園庭の面積として算入することができるとする移行特例を設けている。提案団体によれば、移行を計画している施設については、
園舎・設備及び園庭並びに定員設定等の整備計画の詳細はまだ決まっておらず、現段階では不足する見込み面積を算出することは難しい状況ということだが、ま
ずはこうした制度を活用しつつ、園庭面積を確保可能な園舎の設計・設置（既存園舎の活用を含む）や、確保できる面積に応じた年齢ごとの定員設定等を検討して
いただきたい。
一方で、御意見を踏まえ、提案団体のケースのように、幼保連携型認定こども園への移行の際の園舎建て替え時期に一時的に園庭に関する基準を満たさない状況
が生じた場合に、幼保連携型認定こども園における教育・保育の実施に支障がない範囲において基準の柔軟な取り扱いが可能かどうか検討を行ってまいりたい。

○園庭は園舎と一体的に設置され、かつ現行の面積基準を満
たすものでなければならないという理由について、合理的な説
明をいただきたい。
○近隣の公園等代替地も含めて必要な園庭の面積が確保さ
れれば質の確保は可能ではないか。現在の園庭の基準につ
いて柔軟な運用を検討いただきたい。
〇幼稚園が幼保連携型認定こども園に移行しようとする際に、
新たな施設の整備等に伴い園庭の拡張が必要になる場合も
あるが、特に市街地など土地の確保が困難な地域においては
対応が難しいことから、園庭の基準を緩和すべきではないか。

【全国知事会】
「従うべき基準」については、条例の内容
を直接的に拘束するものであり、国が設
定するのは、真に必要な場合に限定され
るべきものとの地方分権改革推進委員
会第３次勧告を踏まえ、参酌すべき基準
等へ移行すべきである。
　なお、「従うべき基準」の見直しは、
サービス水準の切下げや国の政策目的
を阻害する地方自治体の施策の許容で
はなく、国が全国一律に決定している基
準などを地方自治体自らが決定し、その
地域の実情に合った最適・最善なサービ
ス・施策が講じられることを達成させるた
めのものである。

―

令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議
決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

管理
番号

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例 根拠法令等
制度の所管
・関係府省

団体名
その他

(特記事項)

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率

化等）

32 B　地
方に対
する規
制緩和

医療・
福祉

幼稚園、保
育所等及び
認定こども
園により異
なる処遇改
善等加算Ⅱ
に係る研修
受講要件等
の見直し

施設型給付費等に係る処遇
改善加算Ⅱに係る研修受講
要件について、新型コロナ
ウィルスの影響を考慮し研
修受講必須化年度の延期及
び研修受講ではなくレポート
提出での代替を認めるなど
の研修方法の多様化を行う
こと。
また、園内研修等の内容及
び時間の確認事務について
都道府県の事務負担が増え
ない形での全国統一のス
キーム及び標準様式の提示
並びに他県での研修の取扱
いを明確化、統一化するとと
もに、全国の幼稚園や保育
施設を対象としたスキルアッ
プ研修等について集約し、加
算要件に該当するものにつ
いて各自治体に情報提供す
ること。

研修に係る要件については、令和４年度を目途に必須化を目指すこと
とされているが、新型コロナウィルスの影響で集合研修の開催が見送
られ、保育所、認定こども園等の職員の計画的な研修受講に支障が
生じている。施設からも保育士が研修を最大60時間受講することは負
担が非常に大きいこと、代替職員の手配が大変であるといった要望が
寄せられている。
園内研修及び免許状更新講習が処遇改善加算Ⅱに係る研修である
ことを都道府県において確認する行為は、膨大な事務負担となる。令
和元年６月24日付け通知で園内研修、免許状更新講習及びキャリア
アップ研修など様々な研修が加算要件になることが示されたことで、
今後、園内研修、免許状更新講習及びキャリアアップ研修それぞれの
受講地が都道府県域を超えることが想定されるため、他県等で受講し
た研修の内容を加算要件に該当するか確認することや研修の取扱い
を自治体間で調整することについても事務負担が生じる。
また、文科省等の補助等を受け、全国の幼稚園や保育施設を対象と
したスキルアップ研修等を実施する機関もあり、各自治体で内容の確
認、該当認定を行うことで、認定結果に差異が生じないよう、他県等で
の認定状況について、双方で確認、調整作業等の事務負担が生じ、
非効率である

保育所、認定こども園等の職員が研修を
受講しやすくなり、計画的な研修の受講
が行える。また都道府県おける事務負担
が減り、当該事業の効率的な実施が図ら
れる。

児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第７条の２第
１項、第２項、保育
士等キャリアアップ
研修ガイドライン２・
３（１）、３（３）、施設
型給付費等に係る
処遇改善等加算Ⅱ
に係る研修受講要
件について（令和元
年６月24日付け内
閣府・文部科学省・
厚生労働省通知）

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

大阪府 宮城県、秋
田県、福島
県、茨城
県、前橋
市、高崎
市、川越
市、川口
市、神奈川
県、川崎
市、新潟
県、新潟
市、山梨
県、長野
県、浜松
市、名古屋
市、豊橋
市、京都
市、兵庫
県、鳥取
県、松江
市、徳島
県、愛媛
県、松山
市、久留米
市、大分
県、宮崎県

○当県においても、新型コロナウイルスの影響により、今年度は実施体制が縮小され、受講者も例年
より限定される見通しである。今後、感染防止対策を講じた上での通常保育は保育従事者の負担も
増え、研修受講自体も大きな負担となってくる。
　キャリアアップ受講申込前の、園内研修実施による研修受講免除の確認、加算認定時の免許状更
新講習の受講確認など、行政サイドも膨大な事務負担となってくる。
　園内研修によるキャリアアップ研修の一部が受講免除となることは、研修実施主体の立場からは各
分野１５時間を想定した一連の研修構成からも問題があると感じる。
　処遇改善加算を前提とした研修等の受講要件そのものを見直さなければ、研修の実施主体及び保
育従事者にとって大きな負担となってくる。
○現在、当該加算に関して経過措置となっているキャリアアップ研修等の修了について、修了が必須
化となる2022年度に向けて、１分野15時間以上の研修修了が施設、事業所に大きく負担となることが
想定される。例えば10年に１度の受講が必要な幼稚園教諭更新講習でも30時間であり15時間以上は
保育士にとってかなりの負担となり、保育士不足の中、研修受講中の代替保育士の配置の負担が大
きく研修時間の確保が困難であると考えられる。
○当市でも、令和４年度の研修必須化に向けて、保育士等が最大60時間研修に参加することは現実
難しいとの意見が寄せられている。新型コロナウイルスの影響や、全国的な保育士不足などを踏ま
え、必須化時期に延長及び研修受講に準じた方策を検討していただきたい。
○処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件の取扱いについては、県及び他市と同じような取扱いで、
確認作業が行えるよう準備している。新型コロナウィルスの影響で、研修要件の主となるキャリアアッ
プ研修の実施が停滞しており、今後の開催も予定どおりに実施できるか懸念され、2022年度からの研
修要件の必須化は、延期されるべきである。
○処遇改善等加算Ⅱにおける研修要件について、新型コロナウイルスの影響で受講の促進が図れな
いこと、また、平時の受講状況等を鑑みても研修の定員超過等により研修受講を希望する全ての職
員が受講できていない事例が多数報告されている。これらを考慮し、研修受講必須化年度の延期及
び研修方法の多様化等の検討を求める。
また、都道府県、中核市等において園内研修等の確認事務を行うにあたって、現時点で明確な研修
内容の取扱等が示されておらず、認定基準が各自治体によって相違がでる等支障が生じているため
全国統一の基準、標準様式等の提示を求める。
○当県においても、今年度は新型コロナウイルスの影響による研修定員の大幅な減員により、保育
所、認定こども園等の職員の計画的な受講に支障が生じている。
園内研修等を都道府県において確認する行為は、膨大な事務負担となることが想定される。また、全
国の幼稚園や認定こども園を対象とした研修を実施する機関より、各自治体へ実施主体の認定の申
請がなされている。当県でも、内容の確認、認定を行うにあたり、他自治体と認定結果に差異がでな
いよう確認、調整作業が必要となっており、非効率が生じている。
○新型コロナウイルス感染拡大に伴う研修開催の見送りにより、当市の認定こども園、保育所等の職
員にも計画的な研修受講に影響が見られていることから、研修受講必須化年度の延期及び研修方法
の多様化を要望する。

（１）研修要件の必須化年度の延期について
処遇改善等加算Ⅱの加算要件のうち、研修修了要件については、「施設型給付費等に係る処遇改
善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱについて」（平成27年３月31日日内閣府子ども・子育て本部統括
官ほか通知）において、「研修に係る要件については、令和３年度までの間は適用を猶予し、令和４
年度を目途に、職員の研修の受講状況を踏まえて必須化を目指す」としているところではあるが、必
須化の開始については、対象職員の実際の研修の受講状況も踏まえながら、検討を行ってまいりた
い。
（２）レポートによる受講の代替等について
①幼稚園について
幼稚園教諭の処遇改善加算Ⅱに係る研修は、幼稚園教諭が教育・保育の質を高めるための知識・
技能の向上を目的とするものであり、レポートの提出のみをもって研修受講を代替することは難しい
のではないかと考える。
②保育所について
保育士等キャリアアップ研修については、保育所の役割が多様化・複雑化する中で、保育士の専門
性の向上を図る観点から実施しており、研修修了の評価は研修受講の他レポートを提出させるなど
し、研修内容に関する知識や技能等の確認を行っている。このため、レポート提出のみで研修受講と
代替することは困難である。なお、研修方法については、e ラーニングで実施する場合の実施方法等
を示し、研修方法の多様化を図っている。
（３）園内研修の確認事務の統一化・明確化について
①幼稚園について
幼稚園における園内研修を処遇改善等加算Ⅱに係る研修として認める際の要件等の取扱について
は、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について（令和元年６月24日付
け内閣府・文部科学省・厚生労働省通知）において明確にお示ししているところである。また、幼稚園
等における園内研修に係る認定の申請様式については、「施設型給付費等に係る処遇改善等 加算
Ⅱに係る研修 （幼稚園・認定こども園の実施主体の認定等に係る申請書類の統一様式 について）」
（令和元年11月11日付け内閣府・文部科学省事務連絡）で既に統一様式をお示ししているところであ
る。
②保育所について
保育所等における園内研修を処遇改善等加算Ⅱに係る研修として認める際の要件等の取扱につい
ては、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について（令和元年６月24日
付け内閣府・文部科学省・厚生労働省通知）において明確にお示ししているところである。園内研修
の確認に係る標準様式については、今年度中にお示しできるよう検討を行ってまいりたい。
（４）他県で行われている研修および全国圏で行われている研修の取扱いについて
①幼稚園について
幼稚園教諭の処遇改善加算Ⅱに係る研修については、加算認定自治体が研修の実施主体を認定
するという現行の仕組みを引き続き活用しつつ、事務負担軽減の方策にとして、各加算認定自治体
における研修実施団体の認定状況の定期的な集約や情報提供のあり方について、加算認定自治体
の実務上の課題も踏まえながら、今後検討してまいりたい。
②保育所について
保育士等キャリアアップ研修については、都道府県間で本人の同意を得た上で研修修了者の情報を
共有できる取り扱いもお示ししているところであり、研修修了者の同意に基づき、当該キャリアアップ
研修の研修修了者の情報を都道府県間で共有することで、十分に対応できるものと考える。

(1) コロナにより昨年度末より軒並み開催自粛又は中止しており、計画
的に受講している保育士が、研修機会がなく受講できない現状である。
コロナに係る影響期間分は、必須化年度の延期を認められたい。
(2) 「ｅ-ラーニング等方法を示している」とあるが、オンライン研修を実施
した場合、当該都道府県の研修を全国の保育士が受講可能となる一方
で、不正防止策の実施や当該都道府県以外の保育士の研修修了状況
の管理を要するなど、過度の負担が生じる。オンラインに適した制度構
築を行っていただきたい。
(3) 施設毎に研修内容や講師、研修時間が異なり、特に保育所等の研
修は、ガイドラインに沿っているか、個別の確認を要するため、都道府
県にとっても申請園にとっても負担である。このため、標準的な様式に
加え、園内研修として認められる講義内容や講師の要件の例示など、
確認作業における判断基準を示されたい。また1分野15時間の研修時
間について、ガイドラインでは研修内容毎の時間配分は示されておら
ず、園内研修により短縮する最大4時間と残り11時間の研修内容の整
合についても考え方や基準を示していただきたい。
(4) オンライン研修が全国的に進めば、加算認定にあたり全国の自治
体に個別に研修受講情報を照会・回答することとなり膨大な事務とな
る。研修受講の必須化に向け、研修受講状況を全国で簡便に情報共
有できる仕組みの構築と共有の具体的方法を明示いただきたい。また
全国の幼稚園や保育施設を対象に研修を実施している機関について、
都道府県毎に指定等を行うことは効率性に乏しく、実施機関としても複
数の都道府県に指定等申請を要し負担であるため、国においてキャリ
アアップ研修実施機関として指定及び都道府県への情報の共有等を
行っていただきたい。

有

鹿児島
県、高
知県、
九州地
方知事
会

内閣府 今般の提案について、事務連絡が新年度政府予算の閣議決定日と同
日であることは承知しており、本県が求める措置は、事務連絡の早期
発出ではなく、事務連絡内容（申請様式等を含む。）の検討段階（決定
前段階）における情報提供である。
検討段階の情報を早期にいただくことで、地方においては次年度交付
金の申請に向けて早期から備えることが可能になる。
なお、「令和元年度予算執行調査」については、御指摘のとおり結果公
表の情報提供はあったものの、それが令和２年度第１回募集にどのよ
うに反映されるか事前に問合せを行ったが、事務連絡発出日まで情報
はいただけなかったところである。
こうした情報の検討段階の事前提供は、変更の可能性があるとしても、
情報を受け取る地方自治体においては取り得る対応の幅が広がるもの
であり、地方における検討・作業時間確保の観点から、柔軟な対応を御
検討いただきたい。

第１回募集の事務連絡については、新年度政府予算の閣議決定日と同日に発出している。政府予
算の閣議決定まで申請事項等についても調整が行われているところ、事務連絡の発出は出来得る
限り最速で実施しており、これ以上の早期化は不可能である。一方、交付決定時期については、地
方からの強い要望を受け、早期に事業実施ができるよう４月１日の交付決定を実現してきた。現状
で、最大限事前相談に向けた検討・作業時間の確保に努めている。
地方創生推進交付金は平成28年度に制度を開始して以降、多数の地方公共団体にご活用いただい
ており、制度趣旨や運用方法について定着してきていると理解している。加えて、政府の予算概算要
求後、概算要求資料や事前相談時のフォーマット例を送付し、地方公共団体への情報提供に努めて
いるところ。また、同時に年間を通じて事前相談を広く受け付けている旨周知しており、事業の制度
設計等に関する疑問が生じた場合は、時期を問わず積極的に事前相談をしていただきたい。
なお、ご指摘の「「KPI未達成事業の経費を増額する場合には外部組織等の第三者評価が必要」等
の新たな基準」については、財務省による「令和元年度予算執行調査」（2019年10月８日）を踏まえた
ものであり、当該調査については同日付で各都道府県に情報提供を行ったところ。

その他B　地
方に対
する規
制緩和

81 2020年度地方創生
推進交付金（先駆タ
イプ、横展開タイプ、
Society5.0タイプ）に
係る
実施計画等の作成
及び提出について
（令和元年12月20日
付け地方創生推進
事務局事務連絡）

実施計画様式や審査基準等について、早
期の情報提供を図ることにより、地方公
共団体が実施計画を作成する時間が確
保され、より精度の高い計画作成に資す
る。

地方創生推進交付金の申請に当たっては、実施計画を作成し提出す
る必要がある。実施計画様式や申請に当たっての要件等は、毎年度
12月下旬頃に事務連絡文書により通知されるが、申請に係る事前相
談期間が１月上旬頃までとされており、年末年始期間を含むため、事
前相談に向けて十分な検討・作業時間の確保が困難となっている。
また、大きな制度変更等については、事前の情報提供があるが、地方
自治体が実施計画を作成する際に重要である、実施計画様式や審査
基準については、当該内容の変更に関する情報提供がなされていな
い。
例えば、令和２年度は実施計画の様式において、「自主財源の確保実
績」や「自主財源計画未達の場合の見直し内容及び考え方」が追加さ
れ、審査基準については、「KPI未達成事業の経費を増額する場合に
は外部組織等の第三者評価が必要」等の新たな基準が示されたとこ
ろである。
あくまで例であるが、事前相談の締め切りまで営業日ベースでわずか
９日間程度というスケジュールの中で変更内容を踏まえた対応をしな
ければならないため、単に実施計画様式や審査基準が変更されるだ
けでも、地方自治体にとって計画作成の大きな事務負担となってい
る。

地方創生推進交付金申請に
係る実施計画様式や審査基
準等について、地方におけ
る検討・作業時間確保の観
点から、変更等が予定され
ている内容等については、
検討過程における早期の情
報提供を図られたい。

地方創生推
進交付金申
請に係る検
討時間等の
確保

○実施計画等の作成に関する通知から提出期限までは１か月程度しかなく、来年度予算編成と並行
しての作成作業になるため、様式等の変更など情報を早期に得られれば、作業の効率化につながる
と考えられます。
○例年、12月下旬の事務連絡により、申請要件等が示され、条件に合わせて施策を検討し、内閣府
に事前相談を行っているが、提出までの期限が短く、事前相談等に充分な時間を掛けられていない状
況にある。
○新年度にかかる実施計画書の作成・事前相談の通知は、例年12月下旬に通知され、事前相談の
提出が１月上旬、実施計画書の提出が中～下旬までの期限とされており、年末年始を含む期間のた
め、十分な作業時間の確保が困難となっており、年末年始において作業しているのが実情である。
○当市では、地方創生推進交付金申請にかかる国からの事務連絡は、県を経由して12月下旬頃に
届き、事前相談の締切が１月上旬であったことから、年末年始にかけて事業の検討及び書類作成事
務が負担となった。
また、事前相談のコメントを受けてから本申請までの期間が短いほか、実施計画と同様の記載をする
項目が多い地域再生計画においても、内閣府からの依頼や提出先も別になっていることから、それぞ
れ決裁を取り、市長名の鑑文をつけて送付するなど負担となっている。
○令和２年度の申請において、「KPI未達成事業の経費を増額する場合には外部組織等の第三者評
価が必要」等の新たな基準が申請直前に示されたが、スケジュール的に対応は難しく、増額申請は諦
めざるを得なかった事例が生じた。検討時間を確保するためにも、次年度の方針を早期に提供してい
ただきたい。
○本交付金は、官民協働、地域間連携、政策間連携を要件とする中、申請に係る事前相談の期間が
短いことから、連携する地方公共団体等との十分な協議・調整ができかねている。
○計画策定に係る検討時間を確保し、効果的な事業につなげるため、各種様式や審査基準等につい
て早期に提供いただきたい。
○毎年、年末の短期間で作業する必要があるため、変更等が予定されている項目の早期な情報提供
をお願いしたい。
○県の予算要求作業と内閣府へ申請する実施計画の作成が同時期で、様々な調整が必要であるた
め、十分な作業時間の確保が必要。
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補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

・保育所 や 地域型保育事業所（以下「保育
所等」という。）を対象とした保育士等キャリ
アアップ研修の実施方法については、各自
治体に通知を行い、e ラーニング等による
研修の実施が可能であることを明確化し、
また積極的な活用を促した。(令和３年３月
30日付け事務連絡「保育士等キャリアアッ
プ研修に係る保育士以外の職員が受講す
る事が望ましい研修分野およびeラーニン
グ等による研修の実施の促進について」)
幼稚園・認定こども園教諭向けの研修の実
施方法については、各自治体に通知を行
い、e ラーニング等による研修の実施が可
能であることを明確化し、また積極的な活
用を促した。（令和３年３月31日付けFAQ
「研修受講要件に係るFAQ」）
・保育所等が企画・実施する当該保育所等
の職員等に対する研修（以下この事項にお
いて「園内研修」という。）については、保育
所等が園内研修の認定申請に際し都道府
県に提出する申請書の標準様式を新たに
定めるとともに、園内研修の受講により短
縮される研修時間の取扱い等の留意事項
を明確化し、各自治体に通知した。（令和３
年３月30日付け事務連絡「施設型給付費
等に係る処遇改善等加算Ⅱの園内研修
（保育所等）に係る都道府県への申請書類
の標準様式及び保育士等キャリアアップ研
修の修了証の効力について」）
・令和３年度より、文部科学省・内閣府にお
いて、幼稚園・認定こども園教諭向けの研
修の実施主体に関して、各加算認定自治
体における認定状況を集約した上で、各加
算認定自治体に情報提供を行うこととし、
その旨を各自治体に通知した。（令和３年３
月31日付けFAQ「研修受講要件に係る
FAQ」）
・保育士等が受講したキャリアアップ研修の
修了証の効力については、研修の受講地
以外の他の都道府県においても効力を有
する旨を、各自治体に通知した。
（令和３年３月30日付け事務連絡「施設型
給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱの園内
研修（保育所等）に係る都道府県への申請
書類の標準様式及び保育士等キャリアアッ
プ研修の修了証の効力について」）
・幼稚園・認定こども園教諭が受講した、幼
稚園・認定こども園団体等が実施する研修
の修了証については、団体等を認定した加
算認定自治体内でのみ有効であること、及
び、転勤などやむを得ない理由がある場合
は、他の加算認定自治体が認定した団体
等の研修の修了証を有効とする取扱いを
行うことも可能であることを、併せて各自治
体に通知をした。（令和３年３月31日付け
FAQ「研修受講要件に係るFAQ」）
・令和２年度末に研修受講の状況等に関す
る調査を実施し、令和３年６月18日開催の
子ども子育て会議（57回）において、新型コ
ロナウイルス感染症の影響に考慮し、令和
４年度からの研修修了要件の適用は行わ
ず、令和５年度から段階的に適用する旨の
研修修了要件の取扱いに関する方針案が
了承されたことを踏まえ、９月２日に当該方
針を自治体に通知した。
（令和３年９月２日付け通知「「施設型給付
費等に係る処遇改善等加算IIに係る研修受
講要件について」の一部改正について」）

・令和３年３月30日、31
日付けで通知済

・令和３年３月30日付け
で通知済

・令和３年３月31日付け
で通知済

・令和３年３月30日付け
で通知済

・令和３年３月31日付け
で通知済

・令和３年９月２日付け
通知済

・通知

・通知

・通知

・通知

・通知

・通知

５【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅵ）施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（特定
教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域
型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育
及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準
等（平27 内閣府告示49）１条35 号の５）の要件となって
いる研修の取扱いについては、事業者及び地方公共団
体の事務負担の軽減を図る観点から、以下のとおりと
する。
・研修の実施方法については、e ラーニング等による研
修の実施が可能であることを明確化するとともに積極的
な活用を促すため、地方公共団体に令和２年度中に通
知する。
・保育所及び地域型保育事業所（以下この事項におい
て「保育所等」という。）が企画・実施する当該保育所等
の職員等に対する研修（以下この事項において「園内
研修」という。）については、保育所等が園内研修の認
定申請に際し都道府県に提出する申請書の標準様式
を新たに定めるとともに、園内研修の受講により短縮さ
れる研修時間の取扱い等の留意事項を明確化し、地方
公共団体に令和２年度中に通知する。
・研修実施主体の認定状況等については、地方公共団
体に情報提供を行うこととし、その旨を令和２年度中に
通知する。
・保育士等が受講したキャリアアップ研修の修了証の効
力については、研修の受講地以外の他の都道府県に
おいても効力を有する旨を、地方公共団体に令和２年
度中に改めて通知する。
・幼稚園教諭等が受講した研修の修了証の効力につい
ては、地方公共団体に令和２年度中に改めて通知す
る。
・保育士以外の職員が受講することが望ましい研修分
野については、受講科目を容易に選択できるよう整理を
行い、地方公共団体に令和２年度中に通知する。
・研修受講の必須化の延期については、研修受講の状
況等に係る調査を行った上で検討し、令和３年度の早
期に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

（１）研修要件の必須化年度の延期について
研修修了要件の必須化の開始時期については、令和２年度内に研修実施状況等について調査を行い、その結果を踏まえて検討の上、令和３年度早期に方針をお
示しすることとしたいと考えている。
（２）レポートによる受講の代替等について
①幼稚園について
幼稚園教諭の処遇改善加算Ⅱに係る研修要件等の取扱については、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について（令和元年６月24
日付け 内閣府・文部科学省・厚生労働省通知）において明確にお示ししているところである。
なお、ここでお示しした内容を踏まえｅラーニング等を活用した研修を実施した場合も加算の対象となることについては、例年の説明会において説明するなど、機会
を捉えて明確化していきたいと考えている。
②保育所について
ｅラーニングの活用に当たっては、通知や平成30年度に実施した「保育士等キャリアアップ研修のｅラーニング等による実施方法について」において研究を実施し、
お示ししているところである。
オンライン研修受講者の不正防止の担保については、ZOOMやSkype等の機能により、本人履修の確認が可能である。むしろ、レポート提出による代替を認めること
の方が不正防止を図ることが困難となるものと考えている。
また、他の自治体在住の保育士の研修受講に関しては、これまでの対面方式による研修においても同様のことがいえるものであり、これに比して過度な負担にはな
らないものと考えている。
（３）園内研修の確認事務の統一化・明確化について
①幼稚園について
幼稚園における園内研修に係る認定の申請様式については、「施設型給付費等に係る処遇改善等 加算Ⅱに係る研修 （幼稚園・認定こども園の実施主体の認定等
に係る申請書類の統一様式 について）」（令和元年11月11日付け内閣府・文部科学省事務連絡）で既にお示ししているところであり、また加算に係る研修として認め
る際の要件等の取扱については、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について（令和元年６月24日付け 内閣府・文部科学省・厚生労
働省通知）において明確にお示ししているところである。
なお、大学等が実施する幼稚園教諭免許所持者に対する免許状更新講習については、加算の取得の際に、職員の更新講習の修了証を園がまとめて提出すれば
加算に係る研修として認められる仕組みとなっており、加算認定自治体が研修実施主体の認定や研修内容の確認を行う仕組みとはなっていないため、標準様式や
判断基準を示す必要はないと考えている。
②保育所について
園内研修における講義内容や講師の基準については、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件について（令和元年６月24日付け 内閣府・
文部科学省・厚生労働省通知）で示している通りである。
また、御指摘の園内研修により短縮する最大４時間と残り11時間の研修内容の整合についての考え方等については、例えば研修実施自治体において、シラバスに
おける事項毎に時間数を示すことにより、対応が可能であると思料する。
（４）他県で行われている研修および全国圏で行われている研修の取扱いについて
①幼稚園について
各幼稚園教諭一人ひとりの研修受講状況については、個人情報の取扱いの観点などから全国で情報共有することは難しいが、事務負担軽減の方策として、各加算
認定自治体における研修実施団体の認定状況の定期的な集約や情報提供のあり方について、加算認定自治体の実務上の課題も踏まえながら、今後検討してまい
りたい。
幼稚園教諭の処遇改善加算Ⅱに係る研修の実施主体の認定にあたっては、研修の各実施主体の実態を把握する必要があることから加算認定自治体が研修の実
施主体を認定するという現行の仕組みを取っており、国が研修の実施主体としての指定を行う仕組みとすることは考えていない。
②保育所について
保育士のキャリアアップ研修における受講状況の確認については、「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成29年４月１日雇児保発0401第１号）により
お示ししている通り、修了した研修が実施された会場の所在地の都道府県以外の都道府県においても効力を有しているとともに、加算認定自治体は申請を行う事
業所等から、当該研修を受講した本人に手交された当該研修の修了証の写しを提出させ、他の自治体に照会せずとも、研修の修了を確認することができるため、特
段、支障は生じないものと考えている。
また、都道府県間で本人の同意を得た上で研修修了者の情報を共有できる取り扱いもお示ししているところであり、研修修了者の同意に基づき、当該キャリアアップ
研修の研修修了者の情報を都道府県間で共有することで、十分に対応できるものと考える。
また、キャリアアップ研修実施機関としての指定等については、都道府県は子ども・子育て支援法上、都道府県子ども子育て支援事業支援計画において地域の保
育士等の確保や資質の向上のために講じる措置に関する事項の策定が求められていることから、国が指定を行うことは適当ではなく、都道府県が指定をすることが
適当であると考える。

― 〇新型コロナウイルスの影響を考慮し、令和４年度からとされ
ている研修の必須化の延期について、早期に判断し明確化す
べきではないか。また、１次ヒアリングにおいて、eラーニング
の更なる活用等について周知していきたい旨の説明があった
が、周知する内容や時期について示していただきたい。
〇都道府県等、事業者、研修受講者の負担を軽減するため、
園内研修の認定申請の際の標準様式を定めるとともに、認定
される研修内容等の判断基準を示すべきではないか。あわせ
て、幼稚園教諭免許所持者に対する免許状更新講習の認定
についても、同様の対応を行うべきではないか。また、研修修
了者の情報や都道府県における研修実施機関の認定状況の
情報について、都道府県間で円滑に共有するための仕組みを
検討いただきたい。
 

【徳島県】
新型コロナウイルスの影響により、保育士等キャリアアップ研
修については、予定どおりの実施は困難であり、今後の見通し
も立たない状況である。｢研修要件必修化｣の延期がわからな
い状況で、研修を実施していかなければならず、研修受講者と
研修実施主体の双方に大きな負担となっている。特に、保育現
場では感染防止対策による負担が増えており、研修受講がさ
らなる負担となることから、｢研修要件必修化｣の延期について
は、今年度の受講状況の把握を待たず即決いただきたい。
【久留米市】
（４）①について、幼稚園や認定こども園を対象とした研修を実
施する機関から、自治体への実施主体の認定の申請がすでに
なされ始めているため、早急にご検討いただきたい。
【川越市】
（１）研修受講要件の必須化について
処遇改善加算Ⅱのうち「副主任保育士等」に係る加算額につ
いては、実際に月額４万円の賃金改善を行う職員数が「１人以
上」に緩和されたが、そのほかの分配対象者についても研修
受講要件を全て求めることになると、要件が厳格であるため利
用しづらい制度になってしまうのではないかと考える。研修受
講要件については、各施設、副主任保育士等「１人以上」の確
保とするなど、当該要件を満たすべき職員について十分な配
慮をいただきたい。
（２）園内研修を処遇改善等加算Ⅱに係る研修として認める際
の取り扱いについて
「研修内容に関して十分な知識及び経験を有すると①・②が認
める者」とあるが、通常、研修等を行っていない幼稚園教諭等
が行う園内研修の内容について、全国の地方自治体が各々の
判断で研修内容として適切か否かを判断する為には、国が確
認をした教材等の活用を前提とするなど、一定の内容を担保
するための方策が必要と考える。
（３）他県または全国圏で行われている研修の取り扱いについ
て
全国の自治体が同様の組織からそれぞれで申請を受け付け
る行為には必要性を感じられない。国がワンストップの窓口と
なり、情報を公開することで十分に対応できると考える。

「財務省令和２年度予算執行調査における
指摘を踏まえた地方創生拠点整備交付金
の今後の申請に係る対応について」（令和
２年11月30日内閣府地方創生推進事務
局）により、様式案とともに周知した。

令和２年11月30日通知５【内閣府】
（15）地方創生推進交付金
地方創生推進交付金については、以下のとおりとする。
・地方創生推進交付金の申請手続について、地方公共
団体の検討期間を確保するため、事業設計の参考とな
る情報を、申請に係る事務連絡の発出前の可能な限り
早期に地方公共団体に提供する。
　　［措置済み（令和２年11月30日付け内閣府地方創生
推進事務局事務連絡）］

予算の閣議決定を経なければ、制度の内容について正式にお伝えすることは困難である。
しかしながら、地方公共団体の事業設計に関わるものについては、検討段階であっても、可能な限り情報提供に努めてまいりたい。

【全国市長会】
提案の実現を求めるものであるが、実績
報告提出時の作業時間についても確保
してほしいとの意見が寄せられているた
め、その点については配慮していただき
たい。

―
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164 B　地
方に対
する規
制緩和

医療・
福祉

子ども・子
育て支援法
に定める施
設等利用給
付認定等の
事務の簡素
化

教育・保育給付に係る２号認
定又は３号認定を受けてい
る子どもは、申請不要で施設
等利用給付認定を受けたも
のとみなされるため、通知も
同様に、みなし認定に係る通
知書の交付を省略し、教育・
保育給付認定の通知に施設
等利用給付認定を受けた旨
を記載することで通知したも
のとみなすことを可能とす
る。

子ども・子育て支援法第30条の５第７項に規定する施設等利用給付認
定の「みなし認定」について、保護者の負担軽減の観点から教育・保
育給付認定（２号・３号）を受けた者は施設等利用給付認定申請（新２
号・新３号）を要しないこととされているが、対象となる者に施設等利用
給付認定の通知書を交付することとされている。本市ほか保育所等の
保留児童が多い自治体については、交付対象となる者が多くなるほ
か、施設等利用給付認定の対象とならない児童（保護者が育休から
復帰しない場合、認可保育所等・企業主導型保育事業の入所児童
等）について、事前又は事後の確認等の事務負担が発生している。

教育・保育給付認定の通知に施設等利用
給付認定についても併せて通知すること
で、住民の利便性の向上が可能となると
ともに、事務の負担軽減等の効率化につ
ながる。
なお、みなし施設等利用給付認定の通知
を省略した場合、認可外保育施設等にお
いて法定代理受領としている場合等にお
いては、施設側が、利用者が施設等利用
給付認定の通知を受けていることを確認
する必要があると考えるが、自治体と施
設の間で施設等利用給付の対象者につ
いて定期的に連絡調整が行われているた
め、大きな支障はないと考える。

子ども・子育て支援
法第３０条の５第３
項、第７項

内閣府 川崎市 千葉市、新
潟市、浜松
市、糸島
市、小林
市、鹿児島
市、指宿市

○担当者が異動することにより能力の低下は避けられず、制度改正も重なる年度当初には法人から
の相談に対応しきれず混乱を生じさせてしまうこともある。
○当市においても、保留児童が多く、保留通知を送付する際に施設等利用給付対象か判断し、みなし
認定通知を別途作成している状況である。教育・保育給付認定の通知と併せて通知することで、事務
負担の軽減になると考える。
○当市ほか保育所等の保留児童が多い自治体については、交付対象となる者が多くなるほか、施設
等利用給付認定の対象とならない児童（保護者が育休から復帰しない場合、認可保育所等・企業主
導型保育事業の入所児童等）について、事前又は事後の確認等の事務負担が発生している。
〇制度開始前から、市区町村の負担が大きい旨、聞いている。

通知の時期について、子ども・子育て支援法第20条第６項に抵触しない限りにおいては各自治体の
裁量に任されているものと解します。
なお、施設等利用給付のみなし認定にかかる通知を利用調整より前に行った場合、仮に利用調整の
結果保育所等に入所可能となった場合、教育・保育給付と施設等利用給付の二重給付とならないよ
う、施設等利用給付認定の取消しを行った上で利用者に通知するといった対応が発生してしまうこと
に留意が必要です。
通知の方法について、子ども・子育て支援法において妨げられていないと解しますので、自治体にお
いて、一つにまとめてすることは可能と解します。

自治体にとっては事務負担が多く、制度も不明瞭なので、お示しいただ
いた通知の時期とその留意点及び通知の方法に係る通知文を発出す
ること等により、本件に関する取扱いの明確化を求めます。
また、施設等利用給付認定の取消しに関し、教育・保育給付認定通知
の段階で「利用調整の結果、認可保育所等に入所することとなった場
合には、施設等利用給付の認定を受けたこととはみなさない」等の記載
を明記すること等により二重給付の防止を検討していますが、その点に
ついての見解も併せて求めます。

徳島
県、滋
賀県、
京都
市、大
阪府、
堺市、
兵庫
県、神
戸市、
和歌山
県、鳥
取県、
愛媛
県、高
知県、
関西広
域連合

旭川市、盛
岡市、花巻
市、釜石
市、福島
県、郡山
市、須賀川
市、三鷹
市、横浜
市、川崎
市、小田原
市、中津川
市、浜松
市、豊橋
市、豊川
市、西尾
市、小牧
市、三宅
町、松江
市、岡山
県、吉野川
市、石井
町、松茂
町、高松
市、松山
市、熊本
市、宮崎
県、九州地
方知事会

○変更申請時期、回数の緩和により、適正な事業費管理や利用が促進されると思われる
○柔軟な事務の運用は、事務の効率化につながり、延いては地方創生の加速に資すると考えられる
ことから、可能な限り柔軟に運用することが望ましい。
○柔軟で効果的な事業実施のために、軽微変更に当たらない増額を伴う変更についても、変更申請
時期を拡大していただきたい。
○当市においても地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金を活用した事業を実施する中
で、年度途中に計画変更せざるを得ない状況となる場合があるが、増額を伴う変更申請は申請時期
が限られているため、事業の推進に苦慮している。秋頃にも増額を伴う変更申請が可能となれば、よ
り地域の実情に合わせた地方創生の取組みを推進することができる。
○地方創生推進交付金についてKPIが未達成の場合、外部有識者による検証を必要とされている。４
月１日交付決定となる第1回の申請時期は、年度途中であり、実績値も把握できないため、KPIが目標
値を達成できない状況も想定される。そのため、外部有識者の検証を必要とする可能性もあるが、実
績値が把握できないため、現実的に外部有識者での検証をすることも困難である。その結果、事業見
直しについては、第2回申請で行うこととなってしまい、交付決定は７月以降となることから、変更後の
事業開始時期が遅れ、事業実施に支障が生じている。

増額を伴う変更申請については、KPIの達成状況等を厳格に審査する必要があるため、有識者審査
に諮るなど新規申請と同様のプロセスを経ることとなる。そのため、審査に当たっては一定の審査期
間の確保が必要となり、仮に秋頃に変更申請を受け付けた場合、当該年度における事業実施期間
が十分確保できないこととなると考えられる。

地方側の予算措置としては、様々な対応（既決予算の流用、枠予算の
充当等）が考えられ、例えば、今回のコロナの感染拡大が年度途中に
起こった場合等を想定すると、緊急的かつ重点的・優先的に、増額をし
てでも取り組むべき施策があり、これに対応していくためにも増額申請
の機会が必要となる。
この度、随時変更を設けていただいたことにより自由度が拡大し、今後
助かる事も多いかと思われるが、増額変更については、現行の制度
上、いずれの事業も始まって間も無い、年度開始早々のタイミングにお
いてのみでしか、対応していただけていない。
また、事業の執行期間に関しては、当然ながら年度の残余期間で執行
可能と判断される事業に限り、事業費の増額を検討するものであること
から、「当該年度における事業実施期間が十分確保できない」との御指
摘は当たらず、当該理由をもって増額を伴う変更申請の時期を拡大し
ない事は、地方の創意工夫による事業執行の可能性を狭めている恐れ
があると考える。
地方の自主性とやる気を尊重していただき、事業進捗等の個別事情を
ご考慮の上、目標達成に向け適切なご指導やご助言を頂きながら、増
額できるタイミングが、少なくとも、もう１回程度（9月申請、11月交付決
定等）あれば望ましいと、引き続き考えている。
なお、ご配慮頂いている、地方の事業執行期間を確保して頂くために、
交付申請から決定までの過程において現在も尽力いただいているとこ
ろではあるが、期間を短縮できる余地がないかどうか含めて、改めてご
検討いただきたい。

今回の提案は、対象経費・対象外経費を、地方公共団体に対して、より
明確に示してほしいというものであり、一律に詳細な対象外経費の設定
まで求めるものではない。
例えば、複数の自治体から問合せを受けたものなどで、通知等に記載
は無いものの貴府内で既に対象経費か否かの判断がついているもの
については、広く自治体に周知を図った方が、対象経費確認に係る国
地方双方の負担軽減につながるものと考える。是非柔軟な対応を御検
討いただきたい。

○地方創生推進交付金の対象経費となるか否かについては、事務連絡文書で明記されているものを
除き、判断に迷うものについては、内閣府に都度、確認を行っている状況にあり、確認に要する事務
負担は大きい。
問合せの多い事項等については、対象経費や対象外経費の具体例を積極的に示していただけると、
事務負担の軽減につながり、施策の立案等に掛ける時間の増加や地方創生の推進に資する。
○Q＆A等で対象経費について明確化されていないため、作業量が膨大となり、作業時間も比例して
費やされることとなり、負担となっている。
○市が対象者に直接支払う場合と、委託業者が支払う場合で、対象経費となるかどうか取扱いが異
なるケースが見られた。個人給付の基準が曖昧で都度相談する必要がある。過去の問い合わせリス
トや基準を示すべきと考える。
○昨年度の令和元年度東日本台風や現在のコロナ禍のように非常事態の状況下においては、当初
想定していた事業が実施できなくなることもあり、その経費の計上の可否や実施方法の変更などの方
針を早期に決定するためにも、対象経費の明確化等が望まれる。また他市の状況など情報収集に努
め、Q&A等で共有されることが望ましい。
○地方創生拠点整備交付金の申請をする際、効果促進事業に該当するか否かについてQAからは読
み取りづらい部分があったため、より明確な表現が望まれる。
○対象経費の確認作業の軽減、対象事業の効率的な実施のため、対象経費・対象外経費を明確化
し、国の統一見解として明示していただきたい。
○令和元年度地方創生推進交付金事業について、実績報告時に、報償費について、行政機関の手
土産については個人給付にあたるとして対象外経費となるとの指摘を受け、確認、修正作業に多数の
作業が発生した。
当該指摘箇所は、事業申請時から変わらず計上しているものであり、後日、明確に示されていない基
準で対象外経費とされてしまうと、対応に苦慮する。

対象外経費についてはＱ＆Ａでお示ししているところであり、疑義が生じる経費については、随時相
談を受け付けているところ。一律に詳細な対象外経費を設定することは、各地方公共団体が、地域
の実情を踏まえ、創意工夫を凝らして事業化を図る「オーダーメイド型」の地方創生推進交付金の仕
組みになじまないと考えられる。

対象経費を明確化等することで、国・地方
における確認作業が簡素化され、事務の
効率化につながる。

地方創生推進交付金は対象外経費が細かく設定されており、事務連
絡文書に対象外経費として明記されていない経費についても、問合せ
により対象経費或いは対象外経費であることが判明する等、対象経費
を精査するだけで膨大な作業量が費やされている。
また、Ｑ＆Ａ等で統一的な見解が示されていないため、内閣府に問合
せをする前に庁内において「対象経費か否か」の議論を行う必要があ
るため、負担となっている。

地方創生推進交付金の対象
経費について、事務手続の
簡素化・合理化観点から、要
件の明確化を図られたい。
また、過去に自治体からの
確認事例を掲載するなど、Ｑ
＆Ａの内容をより充実してい
ただきたい。

地方創生推
進交付金に
係る対象経
費の明確化

盛岡市、花
巻市、釜石
市、秋田
県、福島
県、郡山
市、須賀川
市、三鷹
市、横浜
市、川崎
市、相模原
市、小田原
市、中津川
市、浜松
市、豊川
市、西尾
市、小牧
市、京都
市、城陽
市、大阪
府、岡山
県、三原
市、高松
市、愛媛
県、松山
市、久留米
市、熊本
市、宮崎市

鹿児島
県、高
知県、
九州地
方知事
会

内閣府2020年度における
地方創生推進交付
金（先駆タイプ、横
展開タイプ、
Society5.0タイプ）の
取扱いについて（令
和元年12月20日付
け地方創生推進事
務局）

その他B　地
方に対
する規
制緩和
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その他 「地方創生
推進交付
金」及び「地
方創生拠点
整備交付
金」の変更
申請時期の
弾力的対応

地方の創意工夫にあふれた
取組を推進するため、「地方
創生推進交付金」及び「地方
創生拠点整備交付金」の増
額を伴う変更申請時期を拡
大すること。

【制度改正の必要性】
増額を伴わない変更申請については、変更内容に応じ、随時の申請
又は申請時期が拡大されたところであるが、増額を伴う変更について
は、申請時期が限られており、特に年度途中に事業計画の変更等の
必要性が生じた場合、変更申請時期を逸すると、当該年度中に対応
することができず、柔軟な事業推進の妨げとなっている。
そのため、少なくとも秋頃に増額を伴う変更申請を可能としていただき
たい。
【参考：申請スケジュール】
　第１回申請：12～１月
　第２回申請： ４～６月(既採択事業の変更申請)

地方の実情に柔軟に対応することで、「地
方創生推進交付金」等の活用促進や国・
地方双方の働き方改革の推進が図られ、
地方創生への取組を加速させることがで
きる。

地方創生推進交付
金交付要綱、2020
年度における地方
創生推進交付金（先
駆タイプ、横展開タ
イプ、Society5.0タイ
プ）の取扱いについ
て（令和元年12月20
日付け内閣府地方
創生推進事務局事
務連絡）別添２

内閣府



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

― ― 引き続き、より使い勝手の良い交付金とするための検討を、可否も含めて行ってまいりたい。 ５【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅴ）子どものための教育・保育給付認定（20条４項。以
下「教育・保育給付認定」という。）を受けている保護者
が子育てのための施設等利用給付認定（30条の５第２
項。以下この事項において「施設等利用給付認定」とい
う。）を受けたものとみなされる場合（同条７項）における
施設等利用給付認定に係る通知（同条３項）の時期や
方法については、当該教育・保育給付認定に係る通知
（20条４項）と一本化することも含め市町村（特別区を含
む。）の判断により決定することが可能であることを地方
公共団体に令和２年度中に通知する。

措置済 令和３年３月３１日「幼
児教育・保育の無償化
に関する自治体向けＦＡ
Ｑ【2021年3月31日版】」
を発出。

「幼児教育・保育の無償化に関する自治体
向けＦＡＱ【2021年3月31日版】」において、
みなし認定に係る通知書を教育・保育給付
認定通知の中にまとめた形で行うことが可
能であることを周知。

― 地方創生関係交付金の運用改善については、これまでも地方の代表や有識者と共に検討する場も設けつつ、使い勝手がよくなるよう取り組んできたところ。
また、翌年度に向けた事業設計や、事業実施中に発生した課題への対応などについては、年間を通じて個別相談を受け付けるとともに、例年秋頃には、地方公共
団体向けの説明会及び、相談会を実施するなど、支援を行っているところ。
引き続き、より使い勝手の良い交付金とするための検討を、可否も含めて行ってまいりたい。

５【内閣府】
（15）地方創生推進交付金
地方創生推進交付金については、以下のとおりとする。
・事業費の増額を伴う変更申請について、地方公共団
体がその実情に応じて　柔軟に事業を実施することが
可能となるよう、地方公共団体等の意見を踏まえ、申請
機会を拡充することについて検討し、令和３年中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

通知 右欄に記載の措置によ
る交付決定の時期は令
和４年10月頃を予定

認定地域再生計画の変更認定申請を要せ
ず、かつ当初予期し得なかった外的要因に
よるやむを得ない場合について、変更（軽
微以外）の申請（10月交付決定予定分）に
おいて、新たに増額の申請機会を設ける措
置を講じた（令和４年８月31日付け内閣府
地方創生推進事務局事務連絡）。

―

「令和３年度地方創生推進交付金（先駆タ
イプ、横展開タイプ、Society5.0タイプ）に係
る実施計画等の作成及び提出について」
（令和２年12月22日内閣府地方創生推進
事務局）の「（別添２）令和３年度地方創生
推進交付金（先駆タイプ、横展開タイプ、
Society5.0タイプ）の取扱いについて」によ
り、対象外経費の事例を追記して周知し
た。

令和２年12月22日通知５【内閣府】
（15）地方創生推進交付金
地方創生推進交付金については、以下のとおりとする。
・地方創生推進交付金の対象となる経費について、地
方公共団体の的確な判断に資するよう、引き続き、事前
相談等を通じて助言に努めるとともに、「地方創生推進
交付金に関するQ&A」の見直しを行い、令和３年度から
実施する事業の申請に係る事務連絡に併せて地方公
共団体に通知する。

対象経費か否かの判断が明確についているもの、また、多くの地方公共団体から疑義が寄せられた経費については、今までもQ&Aを更新し、周知してきているとこ
ろ。引き続き、Q＆Aを更新する等、柔軟に対応してまいりたい。

―【秋田県】
現在のコロナ禍の状況下においては、予定していた事業につ
いて手法を変更したうえで実施しなければならないなど、対象
経費を含めその実施手法について限られた時間の中で検討し
なければならないことから、回答にあたっては速やかかつ明確
な回答をお願いしたい。
また、対象外経費の詳細な内容について、事務連絡文書へ明
記が難しいのであれば、過去に各自治体から照会があった内
容を参考資料として示していただくなどの検討を引き続きお願
いしたい。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

管理
番号

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例 根拠法令等
制度の所管
・関係府省

団体名
その他

(特記事項)

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率

化等）

本提案内容は、昨今の保育士や看護師不足の現状を踏まえ、病児・病
後児保育における職員の配置要件の更なる緩和を求めるものである。
職員１名のみでの対応は安全管理上問題があるとの回答であるが、当
県の提案事項は、複数の職員配置を前提としたものであり、安全管理
上の問題は生じにくいと考える。
また、現行の配置基準において、例外規定として看護師のみの配置も
認められている場合があること、保育所等における保育士配置に係る
特例で子育て支援員の配置が一定数認められていることからみても、
当県の提案事項（配置要件緩和の例）については、事業の実施にあ
たって支障を来すものとは考えにくく、十分対応可能であると考える。
当県においては、現行の配置基準（例外規定含む）では事業が実施で
きないといった具体的支障事例も生じているところ。施設において受け
入れる子どもの年齢や状況によって真に必要な職員は異なるため、各
施設の状況や地域の実情に鑑みて柔軟に職員を配置することができる
よう職員の配置基準の更なる要件緩和をお願いしたい。

病児・病後児対応型は、１日あるいは半日の間、当該施設にて病児を預かることを目的としており、
病児の看病を行う看護師に加え、常時保育士を配置することで、安全かつ安心して児童が過ごせる
環境を整えることが重要である。仮にいずれかの職員１名のみで病児の預かりを行うこととした場合
には、職員の休息（トイレ等）、電話や来客等への対応、給食の配膳など、児童から目を離す時間帯
が生じてしまうため、安全管理上問題があると考える。
一方、利用児童数は安定せず、病児の預かりに必要な職員の数は日によって異なることへの対応と
して、現行の実施要綱においても、近接病院等から駆けつけられる等の迅速な対応が可能な場合に
は職員の常駐を求めないことや、離島・中山間地その他の地域において、病児保育の利用児童の見
込みが少なく、定員２人以下の医療機関併設型の施設については、病児保育事業に従事する上で
必要な知識や技術等を習得していると市町村が認めた看護師等を１名専従で配置した上で、病児保
育以外の業務に従事している看護師等が、必要な場合に速やかに対応できる職員体制を確保し、適
切な関わりとケアを行う場合には、職員配置基準を満たしているものとする例外も認めており、柔軟
な対応を行うことは可能である。
また、幼保無償化の対象施設については、内閣府令において職員配置基準を定めているところであ
るが、運用上の取扱いについては、実施要綱を踏まえた柔軟な対応を行うことは可能である。

医療・
福祉

B　地
方に対
する規
制緩和

182 子ども・子育て支援
法施行規則、病児
保育事業実施要綱

医療機関併設など施設の立地条件や、受
け入れる子どもの年齢や状態によって、
真に必要な職員は異なるため、各施設の
状況や地域の実情等に鑑みて職員を配
置することができるようになる。市町村が
柔軟に事業を実施できるようになること
で、仕事と家庭の両立支援としての病児
保育施設の拡大につながり、子育て世帯
が働きながら子育てしやすい社会の実現
に資する。

病児保育事業は、児童福祉法に位置づけられた事業である。当該事
業の職員配置要件は「病児保育事業実施要綱」（以下、「要綱」とい
う。）に定められており、保育士及び看護師等の各１名以上の体制が
必須とされている。その上で、当該要件を満たす事業が子ども・子育て
支援交付金の交付対象とされている。したがって、各自治体の判断で
要綱上の病児保育事業における職員配置要件を満たさない形での事
業の実施は可能であるものの、かかる事業は子ども・子育て支援交付
金の対象にはならない。
病児保育事業は、交付金の交付を受けてもなお赤字経営で実施して
いるところがあるように、国庫補助がなければ実施することが事実上
困難である。かかる病児保育事業の実情に鑑みると、自治体が病児
保育事業を行おうとする場合には、結局、要綱上の病児保育事業にお
ける職員配置要件を満たす形で事業を行わざるを得ず、要綱上の病
児保育事業における職員配置要件は自治体にとって「実質的な義務
付け」になっていると言わざるを得ない。
　また、内閣府令（子ども子育て支援法施行規則）において、要綱上の
病児保育事業における職員配置要件と同様の基準が定められてお
り、当該基準を満たした施設のみが幼保無償化対象施設として認めら
れている。無償化対象施設として認められるためには、結局、内閣府
令において定められた基準を満たす形で事業を行わざるを得ず、内閣
府令において定められた職員配置基準は自治体にとって「実質的な
義務付け」になっていると言わざるを得ない。
本県では、保育士不足等のために要綱上の病児保育事業における職
員配置要件等を満たせない施設も多く、病児保育施設の新設や既存
の病児保育事業の経営が困難となる事例が発生している。各地域の
実情に鑑みて市町村が柔軟に事業を実施できるよう「実質的な義務付
け」となっている要綱上の要件や内閣府令上の基準を緩和していただ
きたい。

「職員の配置要件」内閣府令等
・看護師等を利用児童おおむね10人につき１名以上配置
・保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置
（各１名以上の配置が必要）
※必要な場合に看護師が対応する等により保育士配置のみでも可と
する等の例外あり。

各地域の実情等に鑑みて市
町村が柔軟な職員配置を行
うことができるよう、「病児保
育事業実施要綱」上の病児
保育事業における職員配置
要件を緩和することを求め
る。
また、各地域の実情等に鑑
みて市町村が柔軟な職員配
置を行った施設についても
幼保無償化の対象施設とな
るよう、内閣府令（子ども・子
育て支援法施行規則）上の
病児保育事業における職員
配置基準を緩和することを求
める。

病児保育事
業における
職員配置要
件に係る
「実質的な
義務付け」
の緩和

○医療機関に併設している場合は病児保育の支援が受けやすいことや、当日受け入れる子どもの状
況によって必要となる職員の職種や人数は多様であることから、一律の職員配置は必ずしも必要では
ないと考えられる。また、近年は保士等の職員の確保が難しくなっていることがあり、職員の処遇向上
の観点からも、職員の配置について市町村が柔軟に対応できるように見直すことは必要である。
○県内市町村から、病児保育事業について一定のニーズはあるものの実施要件を満たすことが難し
く拡充が進まないとの意見がある

盛岡市、宮
城県、福島
県、新潟
市、山梨
県、長野
県、浜松
市、兵庫
県、徳島
県、西条市

鳥取
県、中
国地方
知事会

内閣府、厚
生労働省

福島県、浜
松市、豊橋
市、京都
市、熊本
市、竹田
市、宮崎県

広島
市、広
島県

内閣府、農
林水産省、
国土交通
省、環境省
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166 地方創生汚
水処理施設
整備推進交
付金に係る
事業の早期
着手の実現

地方創生汚水処理
施設整備推進交付
金交付要綱

交付決定の効力開始日を年度当初（４月
１日付け）とすることにより、これまでより
長期の事業期間を確保でき、円滑な事業
運営に資する。

地方創生汚水処理施設整備推進交付金については、同交付金交付
要綱に基づき、交付申請を行い、所管省庁（農林水産省、国土交通
省、環境省）の交付決定通知を受けたうえで汚水処理施設（農業集落
排水施設、公共下水道、浄化槽）の整備事業を推進している。
交付決定の効力は交付決定日以降に生じることとなるが、農林水産
省、環境省事業では６月上旬に交付決定通知がなされ、この場合の
事業期間は約10か月（６月～翌年３月）となる。
また、当該交付金要綱では、交付決定前事業着手に関する規定がな
く、その効力を年度当初（４月１日付け）から生じさせることができない
状況となっている。
特に、農林水産省の事業については、農業集落におけるし尿、生活雑
排水などの汚水等を処理する施設の整備（道路下に管渠を布設する
工事）を行っているが、以下のような事例で支障が生じている。
（支障事例）
交付決定日が６月となるため、約２か月工事を実施することができず、
年度内での予算執行の観点から、場合によっては工事の分割発注を
行うこともあり、これにより発注事務が煩雑となる。
また、管渠の布設工事を行う場合には、地元の方々と道路の通行規
制や工程などの調整を行いながら事業を進めている。分割発注を行う
ことにより、工事箇所が近接した工区では、地元との調整に加え、施
工業者同士の調整が必要となるなど、調整が複雑化することとなる。
こうした調整により時間を要するなど、円滑な事業実施に影響が生じ
ている。
以上、本事業は、複数の類似施設（農業集落排水施設、公共下水道、
浄化槽）を連携して一体的に整備する必要があることから、国土交通
省所管の社会資本整備総合交付金と同様に、農林水産省、国土交通
省、環境省の全ての本事業について、交付決定日にかかわらず効力
を年度当初から発生させる取扱いを認め、早期着手が可能となるよう
求める。

地方創生汚水処理施設整備
推進交付金に係る交付決定
の効力を年度当初から発生
させる取扱いを認め、早期着
手が可能となるよう求める。

○当市では同様の支障事例はないものの、事業実施の際に提案された取り扱いになると円滑に事業
が執行できる。
○農林水産省の交付決定通知は例年６月上旬にあり、それまで工事の公告が行えないので、２月末
しゅん工を実施できない事例がある。また、早期着手が可能となることで調査・診断業務が早期着手
でき、次年度予算要求が円滑に行え、効率的な事業執行が可能となる。
○当市は、当該補助金を申請していないものの長期の事業期間を確保するという趣旨に賛同出来
る。
○当県においても、令和２年度の交付決定は５月26日となっており、執行期間が約10ヶ月となってい
る。工期の不足期間については繰越措置で対応している。交付決定前事業着手などの規定があれば
工期の確保につながる。

本事業を円滑に実施する観点から、関係府省間での検討・調整を早急
に行い、地方創生汚水処理施設整備推進交付金における交付決定前
着手を令和３年度から導入していただきたい。

御提案を踏まえ、関係府省間で地方創生汚水処理施設整備推進交付金における交付決定前着手
の導入について検討・調整を進めてまいりたい。

保育の制度等が多岐にわたり複雑になる中で、保育士以外の職員に
ついても、実務に即した専門性をどう高めるかが課題であり、加えて、
専門性を高める中で、地位の向上や処遇の改善を図りたい旨の要望も
聞いている。
処遇改善等加算Ⅱの「副主任保育士等に係る加算額（月額４万円）」を
受けるためには、４分野以上の受講が要件とされる予定であるが、保
育士以外の職員が、現在設定されている８分野から４分野を選択し受
講することとなれば、自身の職種とは直接的に関係しない分野を受講
せざるを得ず、拘束時間に比して得られる専門知識が少なくなる状況に
ある。
保育士以外の職種向けの研修分野の新設については、例えば、事務
職員向けには、会計経理、補助金や財務、労働法規など、適正な施設
運営に資する分野が必要であると考える。
また、調理員や栄養士向けには、現在、「食育・アレルギー対応」があ
るが、食育は保育の重要な要素であり、近年はアレルギー対応の必要
な児童も増加していることから、「食育」と「アレルギー対応」を分割し、
より専門性を高めることができる研修内容にしていく必要がある。
よって、専門性を高めるために必要な研修分野を新たに設けた上で、
既設８分野と新設分野を含めて、保育士以外の職員が受講すべき研修
分野、内容を明示していただきたい。

保育士等キャリアアップ研修については、保育所保育指針（平成29年厚生労働省告示第117号）にお
いて、「保育所においては、当該保育所における保育の課題や各職員のキャリアパス等も見据えて、
初任者から管理職員までの職位や職務内容等を踏まえた体系的な研修計画を作成しなければなら
ない」とされたことなどを踏まえ作成したものであり、「保育士等キャリアアップ研修の実施について」
（平成29年４月１日付け厚生労働省通知）において研修分野や対象者等をお示ししているところであ
る。御指摘の点について、どのような研修分野の新設を求めているのか明らかでないが、事務職員
や調理員等が受講することを想定した研修分野（例えば、マネジメント分野や食育・アレルギー対応、
保健衛生・安全対策）も創設しているため、新たな研修分野を設ける予定はない。御指摘の事務職員
や調理員等が受講することが望ましい研修分野については、整理の上、今年度中に周知してまいり
たい。
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169 児童福祉施設の設
備及び運営に関す
る基準第７条の２第
１項、第２項、施設
型給付費等に係る
処遇改善等加算に
ついて（平成27年３
月31日付け内閣府・
文部科学省・厚生労
働省通知）、保育士
等キャリアアップ研
修の実施について
（平成29年４月１日
付け厚生労働省通
知）

保育士以外の職種の職員が受講すべき
内容を明確にすることで、問い合わせへ
の対応が容易になるとともに新たな研修
分野を追加することにより当該職員の実
務に即したスキルアップが図れる。

平成29年４月１日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通
知「保育士等キャリアアップ研修の実施について」において、保育士等
キャリアアップ研修の内容として各分野とそのねらい等が示され、その
各分野のねらい等を満たす研修の受講が保育士等の処遇改善等加
算Ⅱの要件とされている。
この加算の対象には、保育士のほか事務職員や調理員等も含まれる
が、現在のガイドラインには当該職員の実務に関連する研修内容が
ほとんどないため、施設等からは「どの研修を受けさせるのが適当か」
との問い合わせがあり、対応に苦慮している。
また、当該職員においては、既存の研修分野では自らの専門性に
沿った研修を受講できず、実務に即したスキルアップが図れていな
い。

保育士等キャリアアップ研修
ガイドラインにおける研修分
野に、事務職員や調理員な
どの保育士以外の職種向け
の分野を新たに設けること。
また、既設８分野と新設分野
を含めて保育士以外の職員
が受講すべき研修分野、内
容を明示すること。

保育士等
キャリア
アップ研修
ガイドライン
における研
修分野の拡
充等

○提案内容同様、事務職員、調理員等の研修を追加する必要があると考える。茨城県、千
葉市、新潟
市、京都
市、徳島
県、指宿市

島根
県、中
国地方
知事会

内閣府、厚
生労働省



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

― 令和３年８月に、全国の病児保育事業（病
児・病後児保育対応型）実施自治体に対し
て、事業運営の実態及び課題を把握するた
めの調査を実施した。

上記調査の結果、
①「病児保育に対応する保育士には専門
性が求められるか」との質問に、「求められ
る」と回答した自治体は91％となった。ま
た、
②「保育士以外の保育従事者（子育て支援
員など）が病児保育を実施することを可能と
する場合、懸念されることがあるか」との質
問に、「懸念がある」と回答した自治体は
81％となった。さらに、その具体的な懸念と
して、「病児への適切な保育が提供できな
い可能性（82％）」「病児の急変など緊急事
態が発生した場合に対応できない可能性
（80％）」などの回答があった。

病児保育に対応する職員として、保育士に
代わり保育従事者の配置を可能とすること
については、実施主体である自治体におい
てもその安全性などに懸念を示しているこ
とから、引き続き、保育士の配置により病児
保育事業を実施していくこととする。一方
で、本事業の提供体制を安定的に確保す
る観点から、令和３年度予算において、本
事業の基本単価の引き上げ等の措置を講
じたところであり、市町村において必要な病
児保育事業の実施ができるよう、必要な支
援を行っていく。

--５【内閣府】
（２）児童福祉法（昭22法164）及び子ども・子育て支援
法（平24法65）
（ⅲ）病児保育事業（児童福祉法６条の３第13項）につ
いては、事業運営の実態や課題を把握した上で、病児
保育事業の趣旨に沿った事業運営の観点から可能な
方策について検討し、令和３年中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：厚生労働省）

病児保育事業病児対応型及び病後児対応型においては、（１）日々対象となる児童が異なり、症状・年齢・発達もそれぞれ異なること、（２）感染などの衛生面にも配
慮する必要があること、（３）病気により不安になる児童の精神面でのケアも求められることから、看護師の配置だけでなく、保育士にもより高度な専門性が求められ
る。
このため、本事業を適切かつ安全に実施するためには、保育士による保育が必要であり、保育士に代えて、子育て支援員の配置を可能する人員配置基準の緩和
は困難である。また、一部時間帯のみであれば人員配置基準を緩和することは可能ではないかとの指摘もなされているが、状態が不安定な病気の子どもを受け入
れる以上、受入可能としている時間帯はどの時間帯においても適切な対応がとれるよう、必要な体制を整えることが必要であり、一部時間帯のみの人員配置基準の
緩和も同様に困難である。
なお、子ども・子育て支援交付金による補助によらない場合には、自治体独自の基準により病児保育事業を実施することは可能である。

○病児・病後児対応型病児保育事業については、現行の職員
配置要件の緩和措置によってもなお事業の実施が困難である
地域が存在するという実態を踏まえ、地域の実情に応じて事業
を行えるよう、更なる職員配置要件の緩和を検討いただきた
い。
○体調不良児対応型病児保育事業については、看護師等の
駆け付けによる対応を認めることにより事業の拡大を図り、事
業者と利用者の双方にとって安心できる保育環境の整備を進
めるべきではないか。

【全国知事会】
病児保育事業における看護師等の配置
人数については、地方分権推進特別委
員会第２次勧告の趣旨を踏まえ、地方が
自主的に判断して事業実施できるよう、
省令の改正等の措置を講じるべきであ
る。

「地方創生汚水処理施設整備推進交付金
交付要領の一部改正について」（令和3年3
月29日付け、2農振第3126号・2水港第
2731号・国水下事第60号・環循適発第
2103254号）

令和3年3月29日通知５【内閣府】
（14）地方創生汚水処理施設整備推進交付金
地方創生汚水処理施設整備推進交付金については、
やむを得ない事情により、交付決定前に事業に着手す
る必要がある場合には、交付決定前の着手を可能と
し、令和２年度中に必要な措置を講ずる。
（関係府省：農林水産省、国土交通省及び環境省）

交付決定前着手の令和３年度からの導入に向けて、関係府省間で検討・調整を進めてまいりたい。――

― 保育士以外の職員が受講することが望まし
い研修分野については、受講科目を容易
に選択できるよう整理を行い、各自治体に
通知した。（令和３年３月30日付け事務連
絡「保育士等キャリアアップ研修に係る保
育士以外の職員が受講することが望ましい
研修分野及びｅラーニング等による研修の
実施の促進について」）

令和３年３月30日付け
で通知済

通知等５【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅵ）施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（特定
教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域
型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育
及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準
等（平27 内閣府告示49）１条35 号の５）の要件となって
いる研修の取扱いについては、事業者及び地方公共団
体の事務負担の軽減を図る観点から、以下のとおりと
する。
・研修の実施方法については、e ラーニング等による研
修の実施が可能であることを明確化するとともに積極的
な活用を促すため、地方公共団体に令和２年度中に通
知する。
・保育所及び地域型保育事業所（以下この事項におい
て「保育所等」という。）が企画・実施する当該保育所等
の職員等に対する研修（以下この事項において「園内
研修」という。）については、保育所等が園内研修の認
定申請に際し都道府県に提出する申請書の標準様式
を新たに定めるとともに、園内研修の受講により短縮さ
れる研修時間の取扱い等の留意事項を明確化し、地方
公共団体に令和２年度中に通知する。
・研修実施主体の認定状況等については、地方公共団
体に情報提供を行うこととし、その旨を令和２年度中に
通知する。
・保育士等が受講したキャリアアップ研修の修了証の効
力については、研修の受講地以外の他の都道府県に
おいても効力を有する旨を、地方公共団体に令和２年
度中に改めて通知する。
・幼稚園教諭等が受講した研修の修了証の効力につい
ては、地方公共団体に令和２年度中に改めて通知す
る。
・保育士以外の職員が受講することが望ましい研修分
野については、受講科目を容易に選択できるよう整理を
行い、地方公共団体に令和２年度中に通知する。
・研修受講の必須化の延期については、研修受講の状
況等に係る調査を行った上で検討し、令和３年度の早
期に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

保育士等キャリアアップ研修については、保育所保育指針（平成29年厚生労働省告示第117号）において、「保育所においては、当該保育所における保育の課題や
各職員のキャリアパス等も見据えて、初任者から管理職員までの職位や職務内容等を踏まえた体系的な研修計画を作成しなければならない」とされたことなどを踏
まえ作成したものであり、「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成29年４月１日付け厚生労働省通知）において研修分野や対象者等をお示ししていると
ころである。
御指摘の、保育士以外の職員に向けた研修分野の新設については、保育士等キャリアアップ研修は、保育現場の多様な課題への対応や若手の指導等を行うリー
ダー的職員等に対する研修内容や実施方法等を定めたものであり、保育士以外の職員も、直接的に業務に携わる専門分野だけでなく、保育所における保育の課
題等に関する理解を深めることも重要と考えており、その理解を得る前に様々な分野を設けることは必ずしもキャリアアップ研修の本来の趣旨にはそぐわないため、
新たな研修分野を設ける予定はない。御指摘の事務職員や調理員等が受講することが望ましい研修分野については、整理の上、今年度中に周知してまいりたい。

保育士以外の事務職員等がスキルアップのために受講すべき
研修について整理の上周知するとのことだが、周知する内容
や時期について示していただきたい。

―
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各府省からの第１次回答

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率

化等）
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消防・
防災・
安全

災害救助法
による救助
期間におけ
る協議方法
の見直し

災害救助法による救助期間
の基準を延長し、特別基準
を設ける場合における国と
の協議方法の運用を見直
す。

災害救助法では、救助期間等の基準(以下「一般基準」という)が内閣
府告示において定められているが、当該基準では救助の適切な実施
が困難な場合は、内閣総理大臣に協議をし、その同意を得た上で、特
別基準を定めることができることとしている。ただし、特別基準として救
助期間を延長する場合、運用上、一般基準として定められた期間内で
の延長しか認められておらず、被害状況により長期の救助が見込ま
れる場合であっても、その都度、期間の延長協議を行う必要があり、
事務の負担が生じている。なお、この協議は、申請すれば認められる
形式的な業務になっている。協議の方法については、メール又は口頭
での伝達だけでも可能であるが、その後、書面による文書提出が求め
られており、救助の種類ごとに異なる期間が一般基準として設けられ
ているため（避難所設置で７日、生活必需品の給与・貸与で１０日な
ど）、複層的に救助の進捗管理と協議が求められており、令和元年東
日本台風（台風19号）による災害では計15回の延長協議が必要となっ
た。一般基準で定められた期間ごとに延長する運用を改め、災害規
模、被災状況を踏まえた期間延長ができるようにしてほしい。

災害対応時の繁忙期において、形式的な
事務の簡素化が図られる。

災害救助法第４条
第３項、災害救助法
施行令第３条、災害
救助法による救助
の程度、方法及び
期間並びに実費弁
償の基準（平成25年
10月1日号外内閣府
告示第228号）、災
害救助事務取扱要
領（令和元年１０月（
応急修理制度拡充
版）内閣府政策統括
官（防災担当））

内閣府 指定都
市市長
会、栃
木県、
千葉
県、高
知県

福島県、栃
木県、埼玉
県、前橋
市、沼津
市、名古屋
市、豊橋
市、半田
市、宮崎
県、大阪
府、八尾
市、岡山
県、倉敷
市、福岡
県、宮崎市

○平成30年７月豪雨災害でも同様に各項目ごとに延長を行う必要があり、毎週、複数の担当課への
確認と県への連絡という業務が平成30年12月まで続いた。
○救助の種類ごとに異なる期間が一般基準として設けられているため（避難所設置で７日、生活必需
品の給与・貸与で10日など）、複層的に救助の進捗管理と協議が求められている。令和元年東日本
台風（台風19号）では、48市町に災害救助法が適用されたため、国との協議は煩雑な作業となり多く
の時間を取られた。
○南海トラフ地震による大規模災害が発生した場合、避難所開設など災害対応の長期化が見込まれ
ることから、一般基準で定められた期間ごとに延長する運用を改め、災害規模・被災状況を踏まえた
期間延長ができるようになれば、事務の負担軽減が期待できる。
○災害の規模や発生時期、被災者の状況等によって必要な対応期間が異なることが考えられます。
〇救助期間の弾力的な設定は被災者支援の充実につながると考えられることから有効であると考え
ます。
○災害救助法上の一般基準で定められる期間の内、避難所設置や飲料水の供給などは、７日間とさ
れているところであるが、実態として災害救助法が適用となるような大規模災害にあっては、７日間で
救助が完了するとは考えづらく、また、延長協議は簡易に行えるとしても、形式的な協議が毎週発生
することは、災害対応で多忙を極める中においては、不要な業務と考える。救助期間の見直しを行
い、内閣府との協議をより簡略化できるよう、制度改正をして欲しい。

災害救助法による救助の方法、程度及び期間については、同法施行令第３条第１項に基づき、内閣
府告示において一般基準等を定めているところ。
さらに、一般基準で実施することが困難な場合、同法施行令第３条第２項に基づき、特別基準につい
て内閣府に協議のうえ設定できることとしている。
災害救助事務取扱要領では、特別協議を行う際は災害時の緊急やむを得ない場合が多いことから、
電話やファクシミリ、Eメールにより申請、事後に文書をもって処理することが可能であるとしており、
自治体の発災時のオペレーションの支障とならないように弾力的な運用を図っている。
この特別協議について、災害救助事務取扱要領において、「延長すべき期間が予測できる場合」や
「一定期間以上の延長が必要である場合」については、一般基準で定められた期間ごとに延長する
のではなく、救助に必要とされる期間を定めて延長する方法を明記しているところ、画一的に一般基
準で定められた期間ごとに申請いただいていたという状況にあったことから、係る取扱について改め
て周知してまいりたい。

「救助に必要とされる期間」を定めて延長する方法を運用上可能とする
のであれば、本提案における支障事例は解決するものと考える。
今後は、①一般基準による期間を基にした画一的な期間延長のみの運
用はしないこと、②期間延長の設定方法に関する基本的な考え方及び
具体的な判断基準を示した上で、柔軟な期間延長が可能となること等
について、早急に文書により通知いただきたい。
また、「延長すべき期間が予測できる場合」や「一定期間以上の延長が
必要である場合」に該当しない場合についても、一般基準で定められた
期間でなく、自治体の判断で延長する期間を決定できるよう、御検討願
いたい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。
なお、間接補助となっている認定こども園施設整備交付金については、都道府県と法人間の補助事
業もあるため、市町村への直接補助への変更は困難であると考える。

事務手続きについては、一定の負担軽減を図っていただいているところ
であるが、認定こども園に係る施設整備の事務手続きにおいては、同
一の施設整備に対して、別々の省庁から直接補助と間接補助という方
法により２種類の交付金が交付されていることによって、統一的かつ迅
速な対応ができないなどの問題が現在も生じている。
このたびの提案は、法人・地方公共団体の事務手続きの負担軽減と安
定的な財源確保による円滑な施設整備に繋がるとの認識で提案を行っ
たものであるため、事務負担の軽減に加え、関係府省から「内閣府へ
の一元化」に対する見解についても回答いただきたい。
なお、都道府県と法人間の補助事業も行っている認定こども園施設整
備交付金の整備事業のメニューについては、内閣府への一元化の際
に補助スキームの検討ができるものと考えるのでご検討いただきたい。

○幼保連携型認定こども園が施設整備を行う場合、保育所機能部分は厚労省（保育所等整備交付
金）、教育機能部分は文科省（認定こども園施設整備交付金）からの補助となるため、厚労省と文科
省の両方に協議を行う必要がある。また、事業費を定員や面積で按分したり、省庁で市債充当率が異
なったりと手続きにおける事務が煩雑している。
○災害時など、被災した施設が認定こども園だった場合、保育所部分は厚生労働省が、幼稚園部分
は文部科学省が災害査定に入ることになり、所轄庁が分かれることで手続きが煩雑になる。
○同一施設の整備であるにもかかわらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違すること
があり、その調整に手間がかかる。平成30年度実施事業では、協議申請した工事がどの整備区分に
該当するかについて当初、両省の担当者で見解が異なったことから、両省との調整に時間を要し協議
を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとな
り、結果として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○施設整備に係る補助は、施設種別によって、所管省庁が分かれ、所管毎の補助制度で補助額を算
出しなければならない。
特に、認定こども園における補助額の算出において、煩雑な按分計算を求められること、また交付金
が統一されていないことにより、各所管で見解が異なる場合、一方の所管では補助対象だが、他方の
所管では補助対象外となる場合があり、事務の煩雑化や補助事業者への理解が得られにくい現状が
ある。
よって、交付金が内閣府等に統一されることにより、事務の効率化や事業者への理解も得られやすく
なる。
○様式の統一化図られたが、２省への申請は残されており、また対象となる事業に差があり、空調の
新設について、厚生労働省の保育所等整備交付金では、認められて、文部科学省の認定こども園整
備費補助金では認められないという状況があるため、質疑事項について、２省庁にしなければなら
ず、手続きに時間を要することになる。円滑な事業実施のために判断の統一化を図ることで、課題が
解決される。
○当市においても保育所、幼稚園、認定こども園等の施設区分において所管省庁との折衝、調整が
発生しているが、各省庁の制度ごとに内容や事務手続きが異なっているため、複雑かつ煩雑な事務
作業が発生している。
○当市では、事前協議の際は、県経由で同じ書類を提出し、一度の申請で済むが、交付申請や実績
報告については、左記と同様に別々の所管へ別様式の書類を提出するため、事務負担が非常に大き
く、煩雑な手続きを要す。また、幼保連携型認定こども園における整備の場合、特殊付帯工事の取扱
い（計算方法）が非常に複雑であり、県に照会しながら事務を進めている状況であるため、事務処理
に多大な時間を要す。
「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」事業にあたるかの判断が厚生労働省と文部科学
省で違うケースがあるため、内示が出るまで市の予算を組むことが難しいことがある。
○同一の施設に対する補助が省庁の縦割りにより非効率に運営されている実態があることから、所
管庁を一元化することに賛同する。
○認定こども園建築の場合、厚労省の保育所等整備交付金と文科省の認定こども園施設整備交付
金を活用することになる。内閣府の交付金として一本化することにより、面積按分等が不要となり、交
付申請及び実績報告の際の業務負担の軽減が図れる。
○１．認定こども園において、補助対象を保育と教育で分け、さらに按分率や基準額、報告書類等が
異なることで、一層、制度を複雑化しており、補助事業者が市を通して国に提出する交付金に係る提
出資料について、保育と教育の判断基準が理解しづらいため、市に多くの問い合わせがある。また、
市が確認する際にも、保育と教育の判別がつかない場合には、文部科学省と厚生労働省の両方に内
容を確認することがある。
２．省庁ごとに、要綱とその改正時期、通知の内容が異なることに加え、問い合わせや書類の提出先
も複数であるため、複雑化と事務作業の煩雑さが発生している。
○　厚生労働省と文部科学省の双方に協議を行っている現状において、業務の重複のみならず、保
育所機能部分と教育機能部分の按分作業が負担となっている。特に、両省で運用が異なる事務(財産
処分の考え方、２カ年事業における端数処理の方法、災害復旧事業における補助対象範囲等)は事
業者の十分な理解を得難く、煩雑さに伴う誤謬の修正作業も膨大となっている。
　交付金の一本化が実現すれば、行政及び事業者の大幅な事務削減が期待でき、交付金の適切な
活用にも資するものと思料する。
○老朽園舎の建替えや大規模修繕において、事務が煩雑
○・認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関
わらず、複雑な按分式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２
種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大
きい。
・文科省分の交付金については要綱に基づく間接補助、厚労省分の交付金については法律に基づく
直接補助となっており、両省で交付金の流れが違うことで、市町村が交付申請を都道府県と国に対し
てそれぞれ作成せねばならないなど分かりにくい制度となっている。
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医療・
福祉

就学前児童
に対する補
助金の一元
化等

就学前児童に対する補助金
の一元化及び交付金事務に
おける負担軽減のための改
善を求める。

子ども・子育て支援新制度に基づく保育施設等の運営費は内閣府で
一元化されているが、施設整備に係る補助は、施設種別によって所管
省庁が分かれ、単価や交付率の違いが生じるなど統一的かつ迅速な
対応ができない。
加えて、厚生労働省の交付金は、市町村への直接補助、文部科学省
の交付金は、県を経由した間接補助となっており交付決定日が別々で
ある等、一つの施設に対する円滑な交付金の交付にも課題があり事
務負担が大きくなっている。

内閣府に一元化されることにより、煩雑な
按分計算や交付率の差異がなくなり、補
助事業者の理解が得られやすい制度とな
る。また、行政担当者においても、事務手
続きが大幅に効率化され迅速な対応が可
能となる。

児童福祉法第56条
の４の３、保育所等
整備交付金交付要
綱、認定こども園施
設整備交付金交付
要綱

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

鳥取
県、中
国地方
知事会

北海道、秋
田県、茨城
県、栃木
県、前橋
市、千葉
県、千葉
市、神奈川
県、山梨
県、浜松
市、愛知
県、豊橋
市、京都
市、大阪
府、茨木
市、兵庫
県、西宮
市、徳島
県、愛媛
県、西条
市、長崎
市、熊本
市、宮崎
県、指宿
市、沖縄県



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

― 【全国知事会】
災害救助法の救助期間については、自
治体の自主的・弾力的な運用が可能と
なるよう見直しを行うべきである。

災害救助事務取扱要領において、「延長すべき期間が予測できる場合」や「一定期間以上の延長が必要である場合」については、一般基準で定められた期間ごとに
延長するのではなく、救助に必要とされる期間を定めて延長する方法を明記しており、これに基づき、個々の被災状況などにより弾力的な運用を行っているところ。
引き続き災害救助法等担当者全国会議や発災後の災害救助法説明会などにおいて、柔軟な期間延長が可能であることを周知してまいりたい。

５【内閣府】
（１）災害救助法（昭22法118）
救助の期間（４条３項）の延長については、地方公共団
体の適切な判断に資するよう、延長すべき期間が予測
できる場合又は延長すべき期間は予測できないものの
一定期間以上の延長が必要であることが明らかな場合
は、一般基準で定められた期間にかかわらず延長でき
ることを具体的な事例を示しつつ明確化し、全国会議を
通じ、地方公共団体に令和３年５月を目途に周知する。

令和３年度全国会議
を通じ、地方公共団
体に具体的な事例を
示しつつ明確化する。

災害救助法等担当者全
国会議(令和３年５月２５
日～５月２７日開催）

令和３年５月２５日～５月２７日に開催した
災害救助法等担当者全国会議において具
体的な事例を示したとともに、内閣府HP
（※）においても掲載した。
（※）下記URLにおけるページ番号82～88
http://www.bousai.go.jp/oyakudachi/pdf/k
yuujo_b8.pdf

認定こども園に係る施設整備の事務手続
における事務負担を軽減するため、実績報
告書の様式の一部を統一するとともに、入
力補助機能を付加した。
（令和３年３月メールにて連絡済）

【全国知事会】
子ども・子育て支援新制度に基づく保育
施設等の施設整備交付金については、
待機児童対策や子育て支援の量的拡充
の実現のため必要不可欠である。その
交付金の制度において、同一施設の申
請等の手続きが複数の所管となっている
ことで複雑化及び煩雑化している現状が
あることから、施設整備交付金の一本化
などを進めること。

施設整備交付金の一本化にあたっては、組織や人材、予算等の点で大幅な見直しが必要であるなど、課題があるものと考える。
認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。
なお、間接補助となっている認定こども園施設整備交付金については、都道府県と法人間の補助事業もあるため、市町村への直接補助への変更は困難であると考
える。

５【内閣府】
（４）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整
備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付
金については、交付申請等に関する様式の一部の共通
化を図る。
［措置済み（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等
教育局長通知）］
また、地方公共団体の事務負担を更に軽減する方向で
検討し、令和２年度中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

周知【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【徳島県】
厚生労働省所管の補助金（例：保育対策総合支援事業費補助
金）においては、都道府県及び市町村への直接補助が可能な
事業もある。
したがって、認定こども園施設整備交付金についても、都道府
県と法人間の補助事業（都道府県直接補助）に加え、市町村と
法人間の補助事業（市町村直接補助）を実施することも可能で
ないかと考える。
【茨木市】
更なる事務の簡素化に向けて取り組んでいただきたい。
【大阪府】
回答いただいている対応により、事務負担の軽減は一定進ん
でいるとはいえるが、支障事例（両省へ提出することによる事
務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省の見解
の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当該支障
事例を踏まえた補助金の一元化等という提案に対する回答と
しては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急な対応を
お願いしたい。
【熊本市】
事前協議以外の様式が統一されていないことや、書類の作成
方法や地方債充当率、本体工事費などの加算について両省で
考え方が異なることにより事務処理や予算積算が煩雑となって
いるため、様式の統一等の事務負担の軽減に加えて、認定こ
ども園に対する交付金を一本化していただきたい。

令和３年３月に都道府
県に連絡済



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
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管理
番号

提案区分
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例 根拠法令等
制度の所管
・関係府省

団体名
その他

(特記事項)

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率

化等）

206 B　地
方に対
する規
制緩和

医療・
福祉

ファミリー
ホームに委
託されてい
る児童が保
育所に入所
できること
の明確化

「里親に委託されている児童
が保育所へ入所する場合等
の取扱いについて」（平成11
年８月30 日付け雇児第50
号）を改正し、里親に委託さ
れている児童と同様に、ファ
ミリーホームに委託されてい
る児童も保育所に入所でき
ることを明確化する。併せ
て、保育所利用に係る利用
者負担についても、里親と同
様の扱いとする。

ファミリーホーム事業は、最大６名の児童を養育する事業であり、児童
養護施設のような大人数の中で養育するよりも、より家庭的な環境の
中で、愛着形成が必要な時期の養育を行うことができる事業である。
本県のファミリーホーム（県内９か所）はどれも児童養護施設のOB等
の個人が養育者となっているが、事業創設から10年が経過し、養育者
の高齢化が進んでいる。養育者が高齢の場合などでは、１日を通して
365日複数の幼児と関わり続けることは非常に負担が大きい。しかし、
養育者が負担軽減のために保育所を利用しようとしても、ファミリー
ホームに委託されている児童の取扱いが明確になっていないことを理
由に、「保育の必要性」が認められない事例がある。幼稚園や認定こ
ども園（教育認定）なら利用できることは承知しているが、近隣に幼稚
園等がなく保育所しかないファミリーホームがあり、このような支障が
生じている。また、将来的な担い手確保のためにも、養育者が利用で
きる施設は多様であることが望ましい。

保育所の利用が可能となることによって、
高齢化が進む養育者の負担を軽減するこ
とができる。養育者の負担軽減は、ファミ
リーホームの担い手確保にも繋がる。

子ども・子育て支援
法施行規則第１条
の５、里親に委託さ
れている児童が保
育所へ入所する場
合等の取扱いにつ
いて（平成11年８月
30日付け雇児第50
号）

内閣府、厚
生労働省

沖縄県 宮城県、福
島県、川崎
市、豊田
市、京都
市、兵庫
県、高知
県、長崎
県、宮崎
県、指宿市

○当県においては、今後、ファミリーホームの設置を推進していこうと考えているが、特に中山間地域
を多く抱え、高齢化の進んでいる当県においても、同様の状況が発生し得る。幼稚園と保育園の制度
的な違いは理解でき、また家庭での養育も必要であるが、早くから子どもの社会性を育てることも重要
である。
○ファミリーホームの養育者は、将来的には高齢化し、常時、幼児と関わることが負担となることから、
負担軽減のため里親の取扱と同様にファミリーホームに委託されている児童も保育所に入所できるこ
とを明確化させる必要があると考える。
○現在、支障事例の報告は受けていないが、提案団体と同様の事象が起こりうる。
○「具体的な支障事例」記載のような状況下においては、保育所に入所できることが望ましいと考え
る。

保育所等の利用に係る保育の必要性の認定に当たっては、保護者の就労、妊娠、出産、疾病等の
個別の事由を考慮することとなっている。この保護者には、ファミリーホームの養育者も含まれると解
されるところ、ファミリーホームに委託されている児童に係る保育の必要性の認定や当該児童につい
ての保育所等の利用については、各市町村において、個別具体的な案件に基づき、保護者の状況
や地域の実情に応じて判断いただくものであり、ファミリーホームに委託されている児童の保育所等
への入所が法令上認められていない訳ではない。
なお、保育所等へ入所していない場合であっても、ファミリーホームの養育者の負担軽減の観点か
ら、一時預かり事業を利用してファミリーホームに委託されている児童を保育所等に預けることも可
能である。また、国としては、ファミリーホームの運営にあたって必要な経費として、ファミリーホーム
の養育者や補助者の年休代替要員の確保に係る経費も補助することとしていることから、養育補助
者とも協力しつつ、養育者の休息等のためにご活用いただきたい。

保育所の利用は、各市町村において、個別具体的な案件に基づき、保
護者の状況や地域の実情に応じて判断するということは承知している。
しかし、里親については、「里親に委託されている児童が保育所へ入所
する場合等の取扱いについて（平成11年８月30日付け雇児第50号）」
で、保育所の利用が可能であることが明確に示されている。全ての子ど
もを社会全体で育む観点から、ファミリーホーム事業者（小規模住居型
児童養育事業者）について、保育所の利用が可能であることを明確化
し、市町村がファミリーホーム事業者の保育所利用を認める判断を容
易にできるようにする必要があるのではないか。
また、現状でもファミリーホームに措置されている児童の保育所の利用
は否定されていないが、保育所に利用枠の空きがある場合においても
ファミリーホームに措置されている児童が保育所を利用できていない実
態がある。市町村が正しく制度を理解し、適切に判断できるようにする
ためにも、保育所を利用できること及び利用の際の取扱いを明確にして
いただきたい。
なお、里親等の養育者のレスパイトケアが課題となるなかで、ファミリー
ホーム事業者が保育所を利用できることを明確化することは、事業者
の負担軽減に繋がることから、保育サービス全般（２号認定等）を利用
できるように明確にする必要がある。

新制度未移
行幼稚園の
利用者が月
途中で転園
せずに市町
村をまたが
る転居をし
た場合の施
設等利用費
の日割り計
算に係る事
務負担軽減

新制度未移行幼稚園の利用
者が月の途中で転園せずに
市町村をまたがる転居をした
場合、毎月１日を基準日とし
「月」単位での施設等利用給
付費の支給を可能とする。

「子育てのための施設等利用給付」に係る認定に当たっては、「月」単
位ではなく、「日」単位での認定となる。
新制度未移行幼稚園の利用者が、月の途中で他市町村へ転出した場
合、改めて転出先の市町村が認定のうえで施設等利用費を支給する
必要があるが、転出前後の支給額は日割り計算により算出するため、
転出があった場合、その月の当該幼稚園の行事等に伴う日曜日や祝
日等の開園状況やその振替による平日の休園等を確認し、転出前後
のそれぞれの日数に応じて算出する必要がある。また、「幼児教育・
保育の無償化に関する自治体向けＦＡＱ（2020年３月５日版）5-29」に
おいて、国は日割り計算を共通した法則のもとで実施することにより市
町村間の日割り計算に係る連絡調整は不要としているが、転出前後
の市町村で過給付を防止するため、確認の必要がある。
したがって、月の途中の市町村間の転出入に伴う日割り計算の事務
の軽減のため、在園しながら転出した場合は、「日」単位ではなく、毎
月1日を基準日として、基準日に居住する市町村が当該月に係る施設
等利用費の全額を支給する取り扱いを認め、事務の簡素化を図って
いただきたい。
「参考」
件数　月５件程度
・事務量（異動前後の市町村でそれぞれ必要）
　異動情報の把握　３時間／月
　１件の対応時間　２時間（日割り金額の算出・幼稚園との調整・相手
方市町村との調整）

住民の利便性の向上・事務負担の軽減 子ども・子育て支援
法、「子ども・子育て
支援法の一部を改
正する法律等の施
行に伴う留意事項
等について（通知）」
（令和元年９月13
日）第３の１の（３）、
幼児教育・保育の無
償化に関する自治
体向けＦＡＱ

209 B　地
方に対
する規
制緩和

医療・
福祉

住民サービスは居住地自治体が負担することが一般的であり、国費は結果的に変わりがないとして
も、その原則を変更する必要があるかは慎重な検討が必要と考えている。例えば、１日しか居住して
いない自治体が30日分の業務・費用を負担することのアンバランスさを踏まえると、単に月の初日を
基準にすることは不適当と考えられる。
幼児教育・保育の無償化は昨年10月から開始されたもので、本手続もそれに伴い無償化に関係する
市町村実務を検討する会議（全国市長会・全国町村会推薦の12自治体がメンバー）における検討を
経て、現行の取扱いとなっている。
ただ、本提案と同様の転出入の際の認定の空白の問題については当該会議でも既に議題となって
おり、空白を生じさせないための事務の留意事項を通知する方向で検討しているところであり、まず
は当該通知を発出して対応したい。また、転出入時における住民票部局との連携についても認定の
空白を生じさせないための課題となっており、その点についても自治体に通知する方向で検討してい
る。
本論点については、当該会議においても引き続き検討していく予定である。

今回の提案は、関係自治体間で合意した場合における月割り計算によ
る給付の認容を求めるものであり、日割り計算による給付からの全般
的な月割りによる給付への移行を求めるものではないことから、月割り
計算の取り扱いについてご検討いただき、お認め願いたい。

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

豊橋
市、蒲
郡市、
新城
市、田
原市

滝沢市、郡
山市、須賀
川市、川越
市、蓮田
市、柏市、
目黒区、高
崎市、浜松
市、京都
市、西条
市、鹿児島
市、指宿市

○保護者からの転居の申出遅れにより認定期間に空白を生じるケースや、特に転居元の自治体と
なった場合に認定取消通知書等の発行が転居後となり相手方の転入手続きに間に合わないケース
などが生じており、月途中の転出入において切れ目なく給付を実施するためには自治体の事務負担
が大きいと考える。
○未移行の幼稚園に通園している児童の転園を伴わない転出入において、市区町村で住民異動の
把握を遅滞なくしておかないと、市区町村間の請求内容に過誤が生じる可能性があり、事務処理が更
に複雑化になる。当市ではシステムで住民異動の情報が抽出出来ないので毎月適宜全件児童の住
所異動照会を行っている。この作業が事務負担となっているため、月の初日在籍で月単位の給付費
の支給を可能にしたい。
○当市も同様に市町村間の確認作業等に時間を要していることから基準日を設けることにより、事務
の負担軽減に資するものと考える。
○当市でも同様の事例が出ており、特に年度末の転出入が多く、年度末の事務の煩雑さに加え、広
域利用により事務量が増加する。全国統一で毎月１日を基準日とすれば、日割計算する必要もなく、
未移行幼稚園及び市町村の事務負担の軽減につながる。
○転出入の事実が把握できるのが事後であることが殆どのため、その都度精算することとなる。その
際の日割り計算については内閣府が示すＦＡＱで見解が示されているものの、その運用や開所日に
関する考え方については地域毎、市区町村毎に異なっており、その調整に手間取っている。また、複
数市から利用者を受け入れている施設ではそれぞれの運用方法に従わねばならず、事務が煩雑と
なっている。
また、日割り計算となることで、10円未満が切り捨てとなることから、ひと月丸々在籍しているにも関わ
らず、その月の施設等利用費を満額給付を受けることが出来ない。
【当市の現状】
■転出入（日割り計算）発生件数
例月（５、６、９、10、12、２月）：少なくとも、それぞれ５件程度
夏季・冬季休業（７、８、12、１月）：それぞれ20件程度
年度末、年度当初（３、４月）：40件程度
■１件当たりの処理時間
既存園：２時間程度／新規対象園：最低３時間程度（制度の説明、今後の手続きも含めての対応とな
るため）
■所要時間
①例月：５件×２時間×６か月＝少なくとも60時間程度
②夏季・冬季休業：20件×２時間×２（夏・冬）＝少なくとも80時間程度
③年度末，年度当初：40件×２時間＝少なくとも80時間
④年間（＝①＋②＋③）：少なくとも220時間
○住所変更は転入後14日以内に手続きをすることとされており、転出日・転入日の確定は住所異動
が生じた事後に判明する。そのため、転入日以降の転入届出日以降に転入先市町村では施設等利
用給付認定申請を受けるため、認定開始日を申請日より遡及しない旨の国の取り扱いによると転入
日と認定起算日が一致するとは言い難く、転出先市町村と転入先市町村の双方で認定終了日と認定
開始日を確認しなければならない。
転出先市町村及び転入先市町村の双方で転出・転入の事実と保護者の申請状況を確認し、転入先
で申請がなされていない場合の案内や施設への情報提供などの調整を都度行う必要がある。また、
未移行幼稚園の場合はその月の開園日を算定したうえで日割り算定を行う必要があり、さらに施設等
利用費を代理受領請求した翌月に転出・転入の事実確認ができた日割り算定の差額調整を行うな
ど、市町村及び施設の事務負担は大きい。
施設等利用費が月上限額を単位としていること、教育・保育給付認定の自治体向けFAQでは市町村
間での調整がついた場合は月割りの取り扱いが可能と示されていることなどからも、月の1日の基準
日として月割りでの算定とする取り扱いを可能としていただきたい。
○子育てのための施設等利用給付が日単位での認定とされたことにより、年度途中転出入者の施設
等利用費の算出のため幼稚園へ開所日数の確認、重複給付をさけるため転出入先自治体との調整
業務、日割り金額算出後の検算作業など、事務負担が増大している。園児保護者にとっても認定日の
遡及が出来ないため、転出入の届出後、速やかに認定の申請を行う必要があるなど不利益が生じや
すい制度となっている。
月単位の認定に改正するなどし、事務の簡素化及び園児保護者の利便性向上を求めたい。当区にお
いて日割り計算が必要となる件数　月12件程度
○特に年度末の異動について日割り計算とすると、結果的に対象者への給付の遅れの原因となる。
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認可外保育施設における保
育従事者資格に「海外にお
ける教員資格（日本の幼稚
園、小学校教諭免許に相当
する資格）」を加える等の見
直し

認可外保育施設の保育従事者資格については、認可外保育施設指
導監督基準において、概ね３分の１以上は保育士や看護師の資格を
有する者と定められている。当市には外国人専用として運営されてい
る認可外保育施設が５施設あるが、そこで保育従事者として働く「海外
での幼児教育にかかる資格を取得した者」については、日本における
有資格者として認めることができないため、基準を満たすことができな
い状況が続いている。日本の保育士資格を取得するためには、養成
校や通信教育での学科、及び認可施設等での実習などが必要とされ
ているが、多くの認可外保育施設において人員が限られ、保育従事者
の実習等による欠員補充が困難なほか、当該施設の多くの保育従事
者は日本語が堪能ではなく、専門用語を理解し、短期間で保育士資格
を取得することはハードルが高い。
基準を満たすことができなければ、経過措置の終了後に幼児教育・保
育の無償化対象施設から除外されることになるが、資格者の部分に
のみ問題が有るのであれば、認可外保育施設における保育従事者資
格に「海外における教員資格」を加える、「海外における教員資格」を
日本の保育士資格として認定する制度を構築する、研修等の一定の
要件を設けたうえで「自治体の長が認めた者」の配置でも可とする等
の対応ができないか。
例えば、教員資格については、都道府県の検定によって日本で相当
する免許を取得できる制度があり、また海外において日本の保育士資
格を所定の手続きをもってその国の保育士資格として認める制度もあ
る。そして、認可保育施設については、待機児童解消までの間だけだ
が、幼稚園教諭等、つまりは教員資格取得者を保育士とみなせる特
例もある。

地域の実情に応じた人材活用 子ども・子育て支援
法施行規則第１条
第１号イ（２）、児童
福祉施設の設備及
び運営に関する基
準第95条、認可外
保育施設指導監督
基準第１の１（２）

内閣府、厚
生労働省

豊橋市 新潟市、浜
松市、豊田
市、指宿市

○当市においても、外国人向けに運営されている認可外保育施設が多数あるが、日本における資格
を所持していないため、基準を満たすことができていない。各園の保育従事者は日本語が堪能ではな
く、言語のハードルがあり、日本の保育士資格取得は大変難しい。保育従事者の中には、海外の教
員免許を所持している者もいるため、有資格者として認められれば、基準を満たす施設が増えること
が期待される。
○当市においても外国人専用の認可外保育施設で、日本の保育士の有資格者が少なく、認可外指
導監督基準を満たしていない場合がある。一方で、こういった認可外保育施設が外国人の児童の受
け皿となり、広く捉えれば待機児童解消に向けた一翼を担っている。なお、海外における資格のいず
れを対象とするかについては、国において一元的に示していただくよう要望する。

「国家戦略特別区域の区域内に所在する認可外保育施設であって当該施設を利用する児童の全て
又は多くが外国人であるものに係る認可外保育施設指導監督基準の取扱いについて」（平成27年８
月７日付雇児保発0807第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）において、国家戦略
特別区域の区域内に所在する認可外保育施設であって、当該施設を利用する児童の概ね半数以上
が外国人であり、外国の保育士資格を保有する者その他外国人である乳児又は幼児の保育につい
て十分な知識経験を有すると認められる者を十分な数だけ配置していること等の要件を満たしている
施設については、有資格者が保育従事者の３分の１未満であっても差し支えないこととして、その周
知しているところ。まずはこの特例を活用していただくものと考えている。その上で、子ども・子育て支
援法附則第18条に検討規定が置かれていることや当該特例の活用状況も踏まえ、必要な検討を加
え、その結果に基づいて所要の措置を講じていきたい。

国家戦略特別区域内の施設にかかる要件に、日本の保育士資格を有
する者1名以上の配置が必須であるため、人員の確保が難しく要件を
満たすことができず、特例制度の活用ができない状況であることから、
今回の提案に至ったところであります。
外国人の保育従事者が日本の保育士資格を取得すること、または日本
人の有資格者を配置すること、いずれも言語や文化等の違いにより困
難な実情であることから、本提案のとおり、特例制度の見直しを含め
て、必要な措置をお願いしたい。
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これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

【高知県】
地域によって保育所利用に関する判断にばらつきが出ること
のないよう、個別の状況を踏まえた上で、里親に委託されてい
る児童と同様に、ファミリーホームに委託されている児童も保
育所に入所できることを通知等で明確化していただきたい。

― ご提案を踏まえ、ファミリーホームの養育者について保育所の利用が可能であること等を明確化するため、「里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等
の取扱いについて（平成11年８月30日付け児家第50号）」等について今年度中に改正する。

５【内閣府】
（２）児童福祉法（昭22法164）及び子ども・子育て支援
法（平24法65）
（ⅰ）小規模住居型児童養育事業（児童福祉法６条の３
第８項）を行う者に委託されている児童については、保
育所への入所が可能であることを明確化するため、「里
親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の
取扱いについて」（平11厚生省大臣官房障害保健福祉
部障害福祉課長、児童家庭局家庭福祉課長、保育課
長）を改正し、地方公共団体に令和２年度中に通知す
る。
また、当該児童が保育所へ入所する場合の費用の支
弁等の取扱いについても検討し、令和２年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：厚生労働省）

【対象の明確化】
通知改正

【費用の支弁】
子ども・子育て支援法
施行令改正

【対象の明確化】
措置済

【費用の支弁】
令和３年４月１日施行
（令和３年３月31日公
布）

【対象の明確化】
「里親に委託されている児童が保育所へ入
所する場合等の取扱いについて」の一部改
正について（令和３年３月31日付け子家発
0331第１号、子保発0331第１号、障障発
0331第１号厚生労働省子ども家庭局家庭
福祉課長ほか通知）

【費用の支弁】
子ども・子育て支援法施行令の一部を改正
する政令（令和３年政令第93号）

【川越市】
「子育てのための施設等利用給付」については、在園したまま
市区町村が変更したとしても、保護者が園に住所異動をしたこ
とを伝えずにいることがある。そのような場合、転出元の自治
体で給付費の支払いを行うにあたり、資格を確認すると既に転
出していて、そのことを園に伝えたとしても、既に転出してから
日が経過していることから、転出先の自治体で遡及しての認定
が受けられず、認定空白期間が出来、保護者が支払いをしなく
てはいけなくなるケースがある。
「幼児教育・保育の無償化に関する自治体向けＦＡＱ（2020年３
月５日版）５-57」において、卒園児に係る３月の月途中につい
ては、認定期間の重複がないよう調整する必要はあるものの、
転出元自治体でも支給は可能であるとされている。保護者側、
園側、自治体側全てにおいて月割りにて処理することにより負
担が軽減されることになる。

令和２年10月30日「幼
児教育・保育の無償化
に関する自治体向けＦＡ
Ｑ【2020年10月30日
版】」を発出。

令和２年10月26日「転
出入時における事務手
続の円滑化に向けた連
携の強化について」を発
出。

「幼児教育・保育の無償化に関する自治体
向けＦＡＱ【2020年10月30日版】」において、
転出入の際の空白を生じさせないための事
務の留意事項を入れるとともに、同一園在
園中の転出入のケースで、当該市町村間
で調整がついた場合には、教育・保育給付
と同様に月割りの取扱いとしても差し支え
ないことを周知。

転出入時における事務手続の円滑化に向
けた住民基本台帳担当部局との連携の強
化について（令和２年10月26日付け内閣府
子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て
支援担当）付、内閣府子ども・子育て本部
参事官（認定こども園担当）付、文部科学
省初等中等教育局幼児教育課、厚生労働
省子ども家庭局総務課少子化総合対策
室、厚生労働省子ども家庭局保育課事務
連絡通知）において、転出入時における給
付認定が円滑に行われるよう住民基本台
帳担当部局との連携等についてを周知

― ○新制度未移行幼稚園を利用した場合における施設等利用
給付については、月割りにする方向で整理・周知したいとの説
明があったが、早急な対応が必要であり、今後のスケジュール
について示していただきたい。
○認可外保育施設等、施設等利用給付の対象となる新制度未
移行幼稚園以外の施設や預かり保育事業等についても月割り
とすることが可能か検討いただきたい。

＜新制度未移行幼稚園ついて＞
新制度未移行幼稚園の利用者が月の途中で転園せずに市町村をまたがる転居をした場合の当該月の施設等利用給付の支給について、教育・保育給付と同様に、
当該市町村間で調整がついた場合には、月割りの取扱いとして差し支えない旨を「幼児教育・保育の無償化に関するFAQ」に追加し、なるべく早期に、遅くとも10月
中には各自治体にお示しする方向での対応を予定している。

＜新制度未移行幼稚園以外の施設・事業について＞
認可外保育施設等、施設等利用給付の対象となる新制度未移行幼稚園以外の施設・事業については、新制度未移行幼稚園とは異なり、①必ずしも毎日利用する
とは限らず、地方自治体において利用実態を個別に確認する必要があること、②特に認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業及び子育て援助活動支援
事業（ファミリー・サポート・センター事業）の４施設・事業については、制度上、月額3.7万円の上限額の範囲内において、複数サービスの利用が可能となっており、
その観点からも個別の利用実態の確認が求められることから、施設・事業の性質上、また施設等利用給付の制度上、新制度未移行幼稚園と同様に扱うのは困難で
あると考える。
また、本年７月に市町村実務を検討する会議（全国市長会・全国町村会推薦の12自治体がメンバー）に、本件についてお諮りした際にも、新制度未移行幼稚園につ
いては、月割りの運用も可能であると思うが、施設等利用給付すべてにおいて月割りを可能とすると、かえって調整事務が増大してしまい事務の負担軽減と逆行す
る形になるとの意見も複数提起されており、現場の声という観点からも慎重な検討が必要であると考える。

５【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅳ）子育てのための施設等利用給付（30条の２）につ
いて、施設等利用給付認定保護者（30条の５第３項）
が、その小学校就学前子ども（30条の４第１項）の利用
する特定子ども・子育て支援施設（７条10項１号から３
号の施設に限る。）を変更せずに月の途中で他の市町
村（特別区を含む。以下この事項において同じ｡）に転居
した場合に、関係市町村間の調整により、月割りによる
給付が可能であること等を地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和２年10月26日付け内閣府子ども・子育
て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付、内閣府子
ども・子育て本部参事官（認定こども園担当）付、文部科
学省初等中等教育局幼児教育課、厚生労働省子ども
家庭局総務課少子化総合対策室、厚生労働省子ども
家庭局保育課事務連絡、幼児教育・保育の無償化に関
する自治体向け【FAQ2020年10月30日版】）］
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

事務連絡等通知

― 一次回答でお示しした「国家戦略特別区域の区域内に所在する認可外保育施設であって当該施設を利用する児童の全て又は多くが外国人であるものに係る認可
外保育施設指導監督基準の取扱いについて」（平成27年８月７日付雇児保発0807第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知。以下「本通知」という。）
において求めている要件のうち、提案自治体が緩和を求めている「日本の保育士資格を有する者を１名以上配置していること。」という部分については、利用児童に
日本人も含まれていることが想定されること、及び自治体による立入調査の際、例えば提供される保育の内容を確認するにあたっては、認可外保育施設指導監督
基準でも求めている保育所保育指針を理解している保育士とのやりとりが必須となること等から、緩和は困難である。
本特例については、国家戦略特区制度における位置付けが不明確であったこと等から、それらの点を改善した上で改めて本特例の周知を図ることとしたい。国家戦
略特別区域の区域内においては、本特例の活用を進めていただきたいと考えている。
その上で、提案内容については、当該特例の活用状況を把握し、その状況や子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）附則第18条に検
討規定が置かれていることも踏まえ、必要な検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講じていきたい。

５【内閣府】
（２）児童福祉法（昭22法164）及び子ども・子育て支援
法（平24法65）
（ⅱ）利用する児童の全て又は多くが外国人である認可
外保育施設における保育従事者の配置基準について
は、国家戦略特別区域の区域内に所在する場合に保
育従事者の資格基準を緩和する現行の特例について、
活用状況等を踏まえつつ、その在り方について検討し、
令和３年度中を目途に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。
（関係府省：厚生労働省）

検討済み 措置済み 子ども・子育て支援法の一部を改正する法
律（令和元年法律第７号）附則第18条第１
項に基づく検討として、令和３年度におい
て、都道府県・市区町村の代表の実務者を
交えたワーキンググループを開催し、３月１
日に議論のとりまとめを行ったところ。
同ワーキングクループにおいて、「国家戦
略特別区域の区域内に所在する認可外保
育施設であって当該施設を利用する児童
の全て又は多くが外国人であるものに係る
認可外保育施設指導監督基準の取扱いに
ついて」（平成27年８月７日付雇児保発
0807第１号厚生労働省雇用均等・児童家
庭局保育課長通知）について議論を行った
ところ、現行の要件を更に緩和することに
関する意見はなく、国家戦略特区の特例を
全国展開すべきかどうか議論を行った結
果、同とりまとめにおいて、「現時点で未だ
活用実績がなく、特区における活用状況を
検証・評価した上で、全国展開を検討する
という通常のプロセスを採ることができない
ことから、現時点で一般化することは困難」
とされたところ。
同とりまとめについては、３月１７日に全国
知事会、全国市長会、全国町村会も構成員
となっている幹事会においても了承された
ところであり、厚生労働省としては、以上を
踏まえて、今後、本特例を活用を希望する
地方公共団体があった場合には、その相
談等に丁寧に対応していく。

―
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（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率

化等）

210 B　地
方に対
する規
制緩和

医療・
福祉

関係法律等
に基づく計
画策定の義
務付け（実
質的な義務
付けとなっ
ている努力
義務を含
む）を見直
すこと

　関係法律等による計画の
策定の義務付けとされてい
るものについて、策定、改定
の時期、計画の内容につい
て、自治体が必要性や実態
を踏まえて判断できるような
任意規定とすること。
　また、実質的には義務付け
となっている努力義務につい
て、策定が任意であることを
周知すること。

関係法律等による計画の策定の義務付けとされているものが多く、そ
の一つ一つに係る当初計画の策定や大綱見直し等による改定作業
が、自治体にとって大きく負担となっている。
限られた人員体制の中で行政サービスを提供する各自治体が、その
計画の必要性、自治体における現状を踏まえて、策定するかしないか
も含めての判断を尊重するよう求めるもの。
また、努力義務・できる規定となっている計画についても、計画策定状
況を公表するなど、実質的な義務付けとなっている。

計画策定等の作業が必要なもののみに
収斂（しゅうれん）されることによる自治体
の負担軽減。
限られた人員や体制を、計画そのもので
なく、住民が求める実質的なサービスにシ
フトすることが出来る。

<義務>
①都道府県基本計
画（配偶者からの暴
力の防止及び被害
者の保護等に関す
る法律第２条の３）
②都道府県障害児
福祉計画（児童福祉
法第33条の22）
<努力義務・できる
規定>
③都道府県子ども・
若者計画（子ども・
若者育成支援推進
法第９条）
④都道府県計画（子
どもの貧困対策の
推進に関する法律
第９条）
⑤都道府県行動計
画（次世代育成支援
対策推進法第９条）
⑥自立促進計画（母
子及び父子並び寡
婦福祉法第12条）
⑦都道府県推進計
画（都道府県社会的
養育推進計画）（平
成24年11月30日付
け厚生労働省子ど
も家庭局長通知）
⑧地方再犯防止推
進計画（再犯の防止
等の推進に関する
法律第８条）

①内閣府
②厚生労働
省
③④内閣府
⑤⑥⑦厚生
労働省
⑧法務省

福島県 宮城県、高
崎市、千葉
市、三鷹
市、川崎
市、加賀
市、長野
県、知多
市、鳥取
県、防府
市、宮崎
市、指宿市

○自治体で計画の内容、必要性を判断できるようになると事務負担の軽減が図られる。また、例えば
マイナンバーカード交付円滑化計画の月次報告など、国への報告頻度が著しく過剰なものもあり、報
告頻度の見直しも強く求められる。
○関係法律等により、計画策定が義務付けられているものが多く、計画の策定後においても、指針見
直し等による改訂作業、進捗管理等が、自治体にとって大きな負担となっている。
計画策定が補助金を受けるための前提となっているのみならず、努力義務・できる規定となっている
計画についても、各自治体の計画策定状況を公表するなど、実質的な義務付けとなっている。
当市においても、令和２年度に１４件のパブリックコメントを実施する予定で、アンケートやワークショッ
プ等も増加し続けており、市民参画手続制度の簡素化、選択化も必要である。
限られた人員体制の中で行政サービスを提供する各自治体が、制度変化への対応も困難を極める
中、計画策定や工程管理という作業に多くの時間を費やすことにより、業務本来の目的を見失うこと
のないよう、各自治体の現状を踏まえた判断を可能とするよう求めるもの。
○現在、全国知事会の地方分権改革推進特別委員会の下に設けられている「地方分権改革の推進
に向けた研究会」において同様の議論がなされており、当該研究会の第２回会議における「資料１
（P19～P22）」の中で、地方に対する各種計画策定規定が増えていることが示されている（下記URL参
照）。
http://www.nga.gr.jp/data/activity/committee_pt/research/chihou_bunken_kaikaku_suishin_kenkyuu_
kai/1582611970871.html
これらは、法令上努力義務規定・任意規定であっても、財政措置の要件となっているなど、事実上策
定せざるを得ないものも多く、人的リソースの乏しい地方公共団体（特に小規模な市町村）にとっては
対応が困難な場合がある。
地方自治体が既に策定している各種計画に、関係法令が規定する計画の趣旨にかなう記載があれ
ば、新たな策定を不要とするなど、地方の自主的政策判断を尊重すべきである。

【内閣府】
①「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（DV防止法）に基づく都道府県基
本計画については、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実効ある推進を図
るため、第一線でこうした施策に取り組むこととなる都道府県が、その実施に関する基本計画を定め
ることが必要であるとの考えから、平成16年の議員立法による法改正において、盛り込まれたもので
ある。
都道府県基本計画については、既に全都道府県において策定済みであり、その内容については、適
切な時期に見直していただき、DV防止法に基づく施策を進めていただくことが必要である。
なお、国においては、都道府県における策定が円滑になるよう、DV防止法に基づき、その策定指針
となる基本方針を、策定している。
③「子ども・若者育成支援推進法」（平成21年法律第71号）に基づく都道府県子ども・若者計画の策
定については、国と地方公共団体が連携の下、全体として子供・若者の健やかな育成を図るため、
国の子ども・若者育成支援推進大綱を勘案し、同計画を定めることとされている一方で、それぞれの
地域の実情に応じて施策が推進されるべきとの地方分権の趣旨から、努力義務とされているもので
ある。
また、都道府県子ども・若者計画等が財政措置の要件になっているということは承知していないが、
既に同計画を策定済みの都道府県においては、その内容について、子ども・若者育成支援推進法に
基づく同大綱を勘案しながら、適切な時期に見直していただき、子ども・若者育成支援推進法に基づ
く施策を進めていただきたいと考える。
なお、同計画について、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく子ども・子育て支援事
業計画や次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）に基づく行動計画等、盛り込む内容
が重複する他の計画と一体として策定しても差し支えない旨の運用をしているところ。
④「子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成25年法律第64号）」に基づく都道府県基本計画に
ついては、平成25年の法案策定の際に、議員立法において、国及び地方公共団体の関係機関相互
の密接な連携の下に、関連分野における総合的な取組として行うため、子供の貧困対策に関する大
綱（平成26年８月閣議決定）を勘案し、都道府県子供の貧困対策計画を策定するよう、努力義務とし
て盛り込まれたものであると承知している。
また、同法律の改正法の公布時（令和元年６月19日）に各都道府県及び各政令指定都市に対して、
子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく子ども・子育て支援事業計画や次世代育成支
援対策推進法（平成15年法律第120号）に基づく行動計画等、盛り込む内容が重複する他の計画と
一体のものとして策定して差し支えない旨の事務連絡を発出している。
【法務省】
⑧地方再犯防止推進計画は、犯罪者等の社会復帰を促進し、安全安心な社会を実現するための重
要な計画として位置付けられているところ、地方公共団体における計画の策定は、努力義務（再犯の
防止等の推進に関する法律第８条）とされており、財政措置の要件等とされているものではない。
また、計画策定の時期や手続についても、策定した計画を遅滞なく公表する努力義務を定めている
のみであり、地方公共団体の自主的な判断を妨げるものではない。
【厚生労働省】
②都道府県障害児福祉計画（児童福祉法第33条の22）について
障害児福祉計画については、障害福祉計画と一体的に作成することができるとされているところであ
るが、このうち、例えば障害福祉サービス等の必要な量の見込みについては、国の施策として、地域
におけるサービス提供の整備状況等に大きな格差が生じ、障害者が必ずしも自らの選択によるサー
ビスの提供が受けられないという問題等が生じないようにし、どの地域においても必要な障害福祉
サービス等を提供することを目的に、策定を義務付けているもの。仮に努力義務とした場合、前述の
目的を達成できなくなる可能性があるため、努力義務化することは困難。
他方、計画の記載事項の一部、例えば障害福祉サービス等の必要な見込量の確保方策といった具
体的な手法等については、努力義務として柔軟性を持たせることで、各自治体の実情に応じた対応
をとれるよう配慮した内容となっている。
なお、地方分権改革推進委員会による第３次勧告（平成21年10月7日）において、障害福祉計画のう
ち、障害福祉サービス等の必要な量の見込みについては義務付けの存置を許容されているところで
あり、本提案はこれまで示されていた方針と矛盾することとなってしまう。
以上のことから、策定が義務付けられている障害児福祉計画について、努力義務とすることは困難
である。
⑤都道府県行動計画（次世代育成支援対策推進法第９条）
次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第９条に規定する都道府県行動計画の策定
については、「できる規定」であって策定は任意化されており、策定する場合であっても、特定の事項
のみの作成とすることも含めた、柔軟な対応が可能である。加えて、行動計画策定指針（平成26年内
閣府、国家公安委員会、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省
告示第１号）において、子ども・子育て支援法（平成24年法律第66号）第62条第１項に規定する都道
府県子ども・子育て支援事業計画と一体のものとして策定して差し支えないこととしており、自治体の
負担にも配慮したものとなっている。
以上については、「行動計画策定指針の一部を改正する告示の適用について」（厚生労働省子ども
家庭局長通知　子発１２１０第４号令和元年１２月１０日）をはじめ、昨年度も含め既に繰り返し通知で
明記して周知しているところであり、再度の周知は不要であると考えている。
⑥自立促進計画（母子及び父子並びに寡婦福祉法第12条）
ひとり親家庭等に対する施策が総合的かつ計画的に展開され、個々のひとり親家庭等に対して効果
的に機能するためには、都道府県等において、ひとり親家庭等の生活の安定と向上のための措置に
関する自立促進計画を策定し、地域のニーズに対応した支援施策を計画的に実施していただくこと
が重要である。このため、国としては各都道府県等のニーズに則した自立促進計画の策定にご尽力
いただきたいと考えており、法律上策定が努力義務になっていることをもって、策定が任意であるとお
示しをすることは困難である。
⑦都道府県推進計画（都道府県社会的養育推進計画）
（平成24年11月30日付け厚生労働省子ども家庭局長通知)
平成28年改正児童福祉法において、昭和22年の制定時から見直されてこなかった理念規定を改正
し、子どもが権利の主体であることを位置付けるとともに、子どもの家庭養育優先原則が明記する抜
本的な改正が行われた。この家庭養育優先原則を徹底し、子どもの最善の利益を計画的かつ速や
かに実現するためには、各都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方と全体像を示
し、取り組むべき支援策を明確にする必要があることから、各都道府県に対して社会的養育推進計
画の策定をいただきたい旨を通知しているところである。国としては、各地域の実情は踏まえつつも、
社会的養護を必要とする児童が家庭と同様の環境において養育されることなど、子どもの最善の利
益はいずれの地域においても実現されるべきと考えており、社会的養育推進計画の策定が子ども家
庭局長の通知に基づくものであることをもって、策定が任意であるとお示しをすることは困難である。

①DV対策基本計画への回答に対して、自治体は独自に総合計画と教育、福祉、
保健、子育て、青少年育成、女性・男女共生、産業、道路・河川など政策分野ごと
の計画を有する。行政計画の策定となれば、審議会での検討、パブコメ、議会説
明、県庁内の幹部会議での決定など行政通念上必要なプロセスがあり、事務負
担が重い。県独自の計画体系に加えて、法定義務の計画が一つ加われば、一つ
の計画だけをとって見れば一定程度の事務負担であったとしても、法律で定める
県行政計画が300弱に上る現在においては、計画策定のための照会・回答・調
整・計画間の整合性チェック等を県部局間で相互に繰り返すことになり、また市町
村への照会・回答も増えるため、地方全体の事務負担は膨大になる。地方の行
政計画を努力義務とする規定の見直しを求める。その上で、関係者の連携会議
の集約結果をもって計画策定に代えるなど、行政計画の策定という形以外の手
法を検討いただきたい。

②障害児福祉計画への回答に対して、地域ごとの必要な福祉サービスの量を見
込むことは必要であるが、それを実施するために行政計画の策定という形以外の
手法を検討いただきたい。たとえば、関係者の協議会において一定項目について
の福祉サービスの需給見込みを記した文書を承認すればよい、と定めるなど。行
政計画の策定となれば、審議会での検討、パブコメ、議会説明、県庁内の幹部会
議での決定など行政通念上必要なプロセスがあり、事務負担が重い。
行政需要を見込むための計画には、ほかに子ども子育て支援法第62条の「子ど
も・子育て支援事業支援計画」などがあり、今後もこの種の行政需要を見込むた
めの計画が一方的に増えることがないように願いたい。

③子ども若者計画への回答に対して、自治体は独自に総合計画と教育、福祉、
保健、子育て、青少年育成、産業、道路・河川など政策分野ごとの計画を有する。
その上に次世代育成、少子化対策、こどもの貧困、こども・若者育成などの部局
横断的観点から計画の努力義務が何重にも課されているため、職員は法律の要
請に応えるため相互に照会・回答・調整・既存計画との整合性チェックを繰り返
し、これに膨大な労力を費やし、実質的な政策推進に注がれるべきエネルギーが
削られている。
盛り込む内容が重複する他の計画と一体として策定しても差し支えないとある
が、一体として策定した場合それぞれの国基本指針等に配慮する必要があり、そ
の内一つが改正されれば全体を改定する必要が生じてくる。そもそも少子化社会
対策基本法、次世代法、子ども若者法、子どもの貧困対策法は政策分野が重な
り、整理が必要と考える。

④子どもの貧困対策計画への回答に対して、自治体は独自に総合計画と教育、
福祉、保健、子育て、青少年育成、産業、道路・河川など政策分野ごとの計画を
有する。その上に次世代育成、少子化対策、こどもの貧困、こども・若者育成など
の部局横断的観点から計画の努力義務が何重にも課されているため、職員は法
律の要請に応えるため相互に照会・回答・調整・既存計画との整合性チェックを繰
り返し、膨大な労力を費やし、実質的な政策推進に注がれるべきエネルギーが削
られている。
盛り込む内容が重複する他の計画と一体のものとして策定して差し支えないとあ
るが、一体として策定した場合それぞれの国基本指針等に配慮する必要があり、
その内一つが改正されれば全体を改定する必要が生じてくる。そもそも少子化社
会対策基本法、次世代法、子ども若者法、子どもの貧困対策法は政策分野が重
なり、整理が必要と考える

⑤都道府県行動計画への回答に対して、自治体は独自に総合計画と教育、福
祉、保健、子育て、青少年育成、産業、道路・河川など政策分野ごとの計画を有
する。その上に次世代育成、少子化対策、こどもの貧困、こども・若者育成などの
部局横断的観点から計画の努力義務が何重にも課されているため、職員は法律
の要請に応えるため相互に照会・回答・調整・既存計画との整合性チェックを繰り
返し、膨大な労力を費やし、実質的な政策推進に注がれるべきエネルギーが削ら
れている。
他の計画と一体のものとして策定して差し支えないとあるが、一体として策定した
場合それぞれの国基本指針等に配慮する必要があり、その内一つが改正されれ
ば全体を改定する必要が生じてくる。そもそも少子化社会対策基本法、次世代
法、子ども若者法、子どもの貧困対策法は政策分野が重なり、整理が必要と考え
る。
また、５年を一期とする計画期間についても、柔軟な対応が可能であることを明確
にされたい。

⑥自立促進計画への回答に対して、自治体は独自に総合計画と教育、福祉、保
健、子育て、青少年育成、女性・男女共生、産業、道路・河川など政策分野ごとの
計画を有する。行政計画の策定となれば、審議会での検討、パブコメ、議会説
明、県庁内の幹部会議での決定など行政通念上必要なプロセスがあり、事務負
担が重い。県独自の計画体系に加えて、実質的な義務付けとなっている法定努
力義務の計画が一つ加われば、一つの計画だけをとって見れば一定程度の事務
負担であったとしても、法律で定める県行政計画が300弱に上る現在においては、
計画策定のための照会・回答・調整・計画間の整合性チェック等を県部局間で相
互に繰り返すことになり、また市町村への照会・回答も増えるため、地方全体の
事務負担は膨大になる。②の計画同様、地域ごとの必要な福祉サービスの量を
見込むことは必要であるが、それを実施するために行政計画の策定という形以外
の手法を検討いただきたい。

⑦社会的養育推進計画への回答に対して、自治体は独自に総合計画と教育、福
祉、保健、子育て、青少年育成、女性・男女共生、産業、道路・河川など政策分野
ごとの計画を有する。行政計画の策定となれば、審議会での検討、パブコメ、議
会説明、県庁内の幹部会議での決定など行政通念上必要なプロセスがあり、事
務負担が重い。県独自の計画体系に加えて、実質的な義務付けとなっている行
政計画が一つ加われば、一つの計画だけをとって見れば一定程度の事務負担で
あったとしても、法律で定める県行政計画が300弱に上る現在においては、計画
策定のための照会・回答・調整・計画間の整合性チェック等を県部局間で相互に
繰り返すことになり、また市町村への照会・回答も増えるため、地方全体の事務
負担は膨大になる。地方の行政計画を増やさない方策を求める。例えば、関係者
の連携会議の集約結果をもって計画策定に代えるなど、行政計画の策定という
形以外の手法を検討いただきたい。

⑧再犯防止推進計画への回答に対して、本計画は、特別な財政措置もなく計画
策定の努力義務を課すもので、財政措置の前提として計画策定を求めるものより
実質的な負担は大きい。自治体の自主的な判断を妨げないとしても、法務省、保
護司団体、議員等から継続的に様々な働き掛けがあって、実質的に義務になって
いる。
計画に盛り込むべき政策は、就労・住居支援、薬物依存対策、高齢者・障害者支
援、青少年健全育成など、すでに行政計画を策定して推進している政策であり、
対象者である「犯罪をした者等」を判別や区別できない状況では、行政計画は屋
上屋の感が否めない。
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措置方法
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実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

― 【全国知事会】
配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律第２条の３に基づく都
道府県基本計画の策定の義務付けにつ
いては、地方分権改革推進委員会第３
次勧告を踏まえ、廃止又は「できる」規定
化もしくは努力義務化するべきである。
また、「できる」規定及び努力義務規定
のものも含め、計画の策定の義務付け
については、地方の自由度を高めること
で、地方がさらにその自主性及び自立性
を十分発揮できるよう見直しを行うべき
である。

○計画の策定等に係る努力義務規定や「できる規定」は、法的
に各地方公共団体に計画の策定等を義務付けるものではな
く、各地方公共団体の判断に委ねられているものと解すべきで
はないか。
○　地方公共団体は関係者と調整を図りながら必要な施策を
計画的に講じており、計画の策定に関する規定は不要ではな
いか。
○計画の策定に係る規定を存置する場合でも、各地方公共団
体の総合計画をはじめとする既存の計画や会議の集約結果等
を法律等に基づく計画とみなすことを可能にするなど、計画策
定に係る地方公共団体の事務負担を軽減する方策について
検討すべきではないか。また、特に市町村における計画策定
については一層の配慮が必要ではないか。
○計画の改定等のタイミングや計画の期間については、各地
方公共団体の判断に委ねれていることを改めて明確に示すべ
きではないか。
○複数の法定計画を地方公共団体において一体的に策定す
ることも許容されているとのことだが、地方公共団体は、策定
等に当たり各法律等の内容に配慮する必要があるとともに、各
大綱等の改定に伴い計画の改定を求められるという実態があ
る。国において、法定計画の統合、大綱等の改定時期の統一
など、地方公共団体の事務負担を軽減するための見直しが必
要ではないか（③、④、⑤、⑥に基づく計画）。
○第３次勧告に照らして適当でない公表の義務付けについて
は見直すべきではないか（①、③、④に基づく計画）。

【内閣府】
①「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（DV防止法）に基づく都道府県基本計画については、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実効
ある推進を図るため、第一線で施策に取り組むこととなる都道府県が、その実施に関する基本計画を定めることが必要であるとの考えから、平成16年の議員立法による法改正において、
盛り込まれたものである。
基本計画策定の趣旨は、配偶者からの暴力の防止及び被害者保護の施策を地域の実情を踏まえつつ、きめ細かな施策の実施を図ることにある。配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等のための施策は、一般的な広報啓発等から、個別のケースに対応して行われる一時保護等、広範多岐にわたるものであり、また、こうした施策を総合的に実施していくためには、施
策の基本的な取組方針、施策全体の方向性等を定めることにより、それぞれの施策を効率的、効果的に連関させることが重要であることから、計画を策定し、施策の実効性・有効性を担
保する必要がある。
また、地方分権改革推進委員会第２次勧告（平成20年12月８日）においても、DV防止法に基づく都道府県計画の策定に関しては、「国民の生命、身体等への重大かつ明白な危険に対して
国民を保護するための事務であって、全国的に統一して定めることが必要とされる場合」に該当するものとされており、義務付けの存置を許容するものと整理されているが、現在もその状
況は変わらない。
一方で、DV防止法に基づく計画については、他の計画との統合は可能（既に多くの都道府県で実施済み）であり、計画期間（有無を含め）や計画改訂等の時期は、都道府県の裁量に委ね
られている。このことについては、地方公共団体に対し、適切に周知を行うこととしたい。また、どの範囲までを計画という形式で定めるかも各都道府県による一定の裁量が認められている
ことから、計画策定の事務負担軽減については、都道府県による工夫が可能であると考えている。
基本計画の策定・変更の場合には、遅滞なく、広く住民に周知を行うことにより、被害者や関係者をはじめとする住民全体が当該地方公共団体における支援体制や支援内容を容易に確
認することができるようになり、それぞれの立場で、配偶者暴力の防止や被害者に対する保護・支援を適切に講ずることが可能になることから、公表の義務付けは重要であると考える。な
お、公表の方法について、特定の方式を指定しているものではなく、各地方公共団体の判断により適切な方法で公表をしていただきたいと考えている。
③都道府県子ども・若者計画（子ども・若者育成支援推進法第９条）
法第４条においては、地方公共団体がその区域内における子供・若者の状況に応じて施策を策定し、実施する責務を有することを規定していることから、法第９条は、地方公共団体にお
ける計画の策定についての規定を設けているものである。一方、地域における子供・若者育成支援施策の推進に当たっては、地方分権の趣旨から、それぞれの地域の実情に応じて施策
が推進されるべきであり、法に基づく都道府県子ども・若者計画及び市町村子ども・若者計画の策定・見直しについても、各地方公共団体の適切な判断のもとで進められるべきものであ
る。
計画の策定・改定に当たっては、そのタイミングや計画の期間について、それぞれの地域の実情に応じて各地方公共団体が決定可能であり、また、各地方公共団体の総合計画を始めと
する既存の計画等についても子供・若者育成支援推進法に基づく大綱を勘案したものであれば、法律等に基づく計画とみなすことも可能である。このことについては、これまでも各地方公
共団体から個別の問い合わせがあった場合はその旨回答してきており、今後も適切に回答してまいりたい。それに加え、今後都道府県との連絡会議等での周知などを検討していきたい。
そのうえで、計画の策定・改定等に当たっては、子ども・若者育成支援推進法に基づく大綱を勘案しながら、当該自治体の判断の下で、適切な時期に行っていただき、子ども・若者育成支
援推進法に基づく施策を進めていただきたいと考える。
公表の義務付けについては、法第10条に規定された「子ども・若者の育成支援に関し、広く国民一般の関心を高め、その理解と協力を得るとともに、社会を構成する多様な主体の参加に
よる自主的な活動に資する」ためにも、住民を始めとした外部の方々が計画の内容を把握できる状況を担保することは重要であり、ひいては、地域において子供・若者育成支援に取り組
む様々な方々の意見等の主張の契機及び機会の担保の観点からも重要であると考える。なお、公表の方法について、特定の方式を指定しているものではなく、各地方公共団体の判断に
より適切な方法で公表をしていただきたいと考えている。
④都道府県計画（子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条）
「子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成25年法律第64号）」は議員立法により制定されたものであり、法第４条において、地方公共団体は、地域の状況に応じた子どもの貧困対策
に係る施策を策定・実施する責務を有することを規定し、同法第９条において、都道府県及び市町村は、同法に基づく大綱を勘案して計画を定めるよう努めることとされている。一方、地域
における子どもの貧困対策の推進に当たっては、それぞれの地域の実情に応じて施策が推進されるべきであり、計画の策定・見直しについても、各地方公共団体の適切な判断の下で進
められるべきものである。
計画策定に係る地方公共団体の事務負担の軽減方策については、既に同法の議員立法による改正法の公布時（令和元年６月19日）に、各都道府県及び各政令指定都市に対して、子ど
も・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく子ども・子育て支援事業計画や次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）に基づく行動計画等、盛り込む内容が重複する他
の計画と一体のものとして策定して差し支えない旨を事務連絡により示している。さらに、平成28年度から地方公共団体が計画を策定・見直しする際の事務費や実態調査に要する費用に
ついて交付金による財政支援を行っているほか、地方公共団体が実態調査を行う場合の参考となるよう、本年３月、実態調査の共通調査項目案を作成・公表している。これらの事務負担
の軽減方策については、これまでにも機会を捉えて地方公共団体に対して周知してきており、今後も引き続き情報提供を行ってまいりたい。
計画策定のタイミングや期間については法定されておらず、地域の実情に応じて地方公共団体が決定可能である。前述のとおり、計画については、大綱を勘案して、他の法定計画と一体
のものとして策定することが可能であり、地方公共団体の判断により、他の法定計画の策定・改定のタイミングに合わせて同計画を策定していただくことも可能である。このことについて
は、地方公共団体への説明の場等での周知や、地方公共団体から個別の問い合わせがあった場合にその旨を説明してまいりたい。
計画の公表の義務付けについては、子どもの貧困の実態が見えにくく捉えづらいため支援が届きにくいことを踏まえ、住民を始めとした外部の方々が計画の内容を把握できる状況を担保
することは重要であり、ひいては、地域において子どもの貧困支援に取り組む様々な方々の意見等の主張の契機及び機会の担保の観点からも重要であると考える。なお、公表の方法に
ついて、特定の方式を指定しているものではなく、各地方公共団体の判断により適切な方法で公表をしていただきたいと考えている。
【法務省】
⑧地方再犯防止推進計画は、犯罪者等の社会復帰を促進し、安全安心な社会を実現するための重要な計画として位置付けられていることから、法務省においては、「地方再犯防止推進
計画策定の手引き」の配布、再犯防止施策の動向や他の地方公共団体における取組状況等に関する情報提供など、地方再犯防止推進計画の策定を検討中の地方公共団体に対する支
援を行っているところ、これらは、地方公共団体による計画策定の検討に資する材料を提供することなどを目的とするものであり、計画策定の要否に関する地方公共団体の自主的な判断
を妨げるものではない。
また、地方再犯防止推進計画を他の計画と一体的に策定することは可能であり、現にそうした実例も複数存在し、法務省から地方公共団体に送付した「地方再犯防止推進計画策定の手
引き」においてもその旨明示しているところである。
法務省としては、地方公共団体がその自主性及び自立性が十分発揮できるよう努めてきたところではあるが、御指摘を踏まえ、改めて、計画の策定等に係る規定は努力義務規定であって
地方公共団体の自主的な判断を妨げるものではないこと及び他の計画と一体的に策定することが可能であることについて、地方公共団体に周知するとともに、引き続き、再犯防止の取組
を進めるに当たって必要な情報の提供など、地方公共団体のニーズを踏まえた支援を行ってまいりたい。
【厚生労働省】
②都道府県障害児福祉計画（児童福祉法第33条の22）について
地方分権改革有識者会議提案募集検討専門部会でも申し上げたとおり、障害児福祉計画は、各地域において、障害児通所支援等を提供するための体制の確保が総合的かつ計画的に
図られるようにすることを目的とするものであり、
・障害者総合支援法の基本理念を達成するため、どの地域においても必要な障害福祉サービス等の提供体制を確保するために必要な見込み量を設定するもの
・障害福祉サービス等の必要な見込量を定め、必要量を超えて指定の申請が出てきたときには、都道府県は指定を拒否することができる、いわゆる総量規制の制度の根拠となるもの
となっていることから、引き続き計画として作成する必要がある。
また、地方分権改革推進委員会による第３次勧告（平成21年10月7日）において、障害福祉計画の策定及び障害福祉サービス等の必要な量の見込みについては義務付けの存置を許容さ
れているところ。
ただし、その作成方法については事務負担等を考慮し効率的な方法をとることは差し支えない。
計画を作成するに当たっては、
・国の定める指針において、地域の実情に即した実効性のある内容とする観点から、幅広い分野の関係者から構成される障害福祉計画等作成委員会を意見集約の場として設置すること
が考えられること
・障害者総合支援法第89条第７項及び児童福祉法第33条の22第６項において、障害者等への支援の体制の整備を図る観点から、関係機関等により構成される協議会を設置している場
合、当該協議会の意見を聴くよう努めること
・障害者総合支援法第89条第８項及び児童福祉法第33条の22第７項において、当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議
等することとされている障害者基本法第36条第１項の合議制の機関の意見を聴かなければならないこと
とされているところ。
この点、提案団体の見解において「関係者の協議会」の活用について触れているが、障害者基本法第36条第１項の合議制の機関を「関係者の協議会」としていただくことにより、効率化を
行うことが可能である。
具体的には、国の定める基本指針において、障害福祉計画等作成委員会として障害者基本法第36条第１項の合議制の機関を活用できる旨を記載しており、これにより「関係者の協議会」
＝「障害福祉計画等作成委員会」＝「前述の障害者基本法第36条第１項の合議制の機関」とすることが可能となっており、事務負担の軽減が可能となっている。
また、現時点でも既に、障害児福祉計画に盛り込む事項について、記載が努力義務となっている事項（例えば、必要な障害福祉サービス等の見込み量の確保方策）があり、その事項につ
いては各自治体の実情に応じて記載するか判断できるため、事務負担を軽減する余地があるところ。
なお、パブリックコメントの有無については、行政手続法の趣旨に基づき各地方公共団体において条例において定めているものであること、議会説明及び県庁内の幹部会議への説明につ
いては各地方公共団体毎の意思決定の方法の問題であることから、それぞれ提案団体内において、負担軽減のための取組について検討を行っていただきたい。
⑤都道府県行動計画（次世代育成支援対策推進法第９条）
一次回答でもお答えしたとおり、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第９条に規定する都道府県行動計画（以下「行動計画」という。）の策定については、子ども・子育て
支援法（平成24年法律第66号）（以下「支援法」という。）の制定に伴い、次世代育成支援対策の中核となる保育サービスや各種の子育て支援事業は同法に引き継がれたことから、「できる
規定」になり策定は任意化されている。また、策定する場合であっても、特定の事項のみの作成とすることも含めた、柔軟な対応が可能である。行動計画策定指針（平成26年内閣府、国家
公安委員会、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第１号）において、支援法第62条第１項に規定する都道府県子ども・子育て支援事業計画（以
下「事業計画」という。）と一体のものとして策定して差し支えない、また計画の策定手続きについても、一体的に処理して差し支えないとしており、自治体の負担にも配慮したものとなってい
る。行動計画策定指針において、行動計画と事業計画との一体策定を明示しているのは、前者が次世代育成支援対策のために策定するものであること、後者が次世代育成支援対策の
中核となる保育サービス等の推進のために策定するものであること、という両者の目的の類似性に着目しており、両者を一体的なものとすれば計画期間の問題も生じないため、国としては
行動計画と事業計画の一体策定を推奨している。
なお、行動計画の期間が５年となっていることについては、ご提案も踏まえ、柔軟な取扱いが可能である旨、周知を行うこととしたい。
⑥自立促進計画（母子及び父子並びに寡婦福祉法第12条）
第１次回答でお答えした通り、ひとり親家庭等に対する施策が総合的かつ計画的に展開され、個々のひとり親家庭等に対して効果的に機能するためには、都道府県等において、ひとり親
家庭等の生活の安定と向上のための措置に関する自立促進計画を策定し、地域のニーズに対応した支援施策を計画的に実施していただくことが望まれている。もとより当該規定を法律
に盛り込んだ平成14年の法改正当時から、法律上、自立支援計画の策定は任意としており、策定するか否かの判断は都道府県等の裁量に委ねられている。一方で、国としては、地域の
ニーズに対応したひとり親家庭等への支援施策を着実に実施していただくため、地域住民や関係機関等のご意見を聴取いただきながら、地域の実情を踏まえつつ、自立促進計画を策定
いただくことが望ましいと考えている。
なお、自立支援計画についてはもとより他の内容が近接する計画と一体のものとして策定して差し支えないものであるが、この旨を改めて明確化し都道府県等に周知するなど、計画策定
に当たっての都道府県等の負担を減らすことができるよう国として今後とも尽力していきたいと考えている。
⑦都道府県推進計画（都道府県社会的養育推進計画）
（平成24年11月30日付け厚生労働省子ども家庭局長通知)
第１次回答でお答えした通り、平成28年改正児童福祉法において明記された子どもの家庭養育優先原則を徹底し、子どもの最善の利益を計画的かつ速やかに実現するためには、都道府
県等における社会的養育の体制整備の基本的考え方と全体像を示し、取り組むべき支援策を明確にすることが望まれている。もとより局長通知に基づき技術的助言として都道府県等に
社会的養育推進計画の策定を依頼しているところであり、法令上社会的養育推進計画の策定を義務付ける根拠はなく、策定するか否かの判断は都道府県等の裁量に委ねられている。一
方で、国としては、社会的養護を必要とする児童が家庭と同様の環境において養育されることなど、子どもの最善の利益はいずれの地域においても実現されるべきと考えており、社会的
養育を着実に推進していただくため、地域住民や関係機関等のご意見を聴取いただきながら、地域の実情を踏まえつつ、社会的養育推進計画を策定いただくことが望ましいと考えている。
なお、計画の策定に当たっては、計画の策定要領を示しているほか、都道府県等に対し計画の策定に当たっての課題等に関するヒアリングを実施するなどして、国として支援策を講じてき
ているところ。今後とも、都道府県等における社会的養育の推進を計画的に進められるよう国として都道府県等における取組を支援していくとともに、計画策定に当たっての都道府県等の
負担を減らすことができるよう国として今後とも尽力していきたいと考えている。

５【内閣府】
（６）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律（平13法31）
基本計画（２条の３第１項及び同条第３項）については、
地方公共団体の判断により、関係機関による協議会等
における協議結果を計画の一部として活用することが
可能であること、政策的に関連の深い他の計画等と一
体のものとして策定することが可能であること、地方公
共団体がその実情に応じて計画の期間や変更時期を
判断することが可能であることを明確化し、地方公共団
体に令和２年度中に通知する。
（８）子ども・若者育成支援推進法（平21法71）
子ども・若者計画（９条１項及び２項）については、以下
のとおりとする。
・子ども・若者育成支援推進大綱（８条１項）を勘案した
内容であれば、総合計画など地方公共団体における既
存の計画等を当該計画とみなすことが可能であること、
地方公共団体がその実情に応じて計画の期間や変更
時期を判断することが可能であることを明確化し、地方
公共団体に令和２年度中に通知する。
・令和２年度中を目途に策定することとしている子ども・
若者育成支援推進大綱の改定の時期については、地
方公共団体及び「子供・若者育成支援推進のための有
識者会議」の意見を踏まえ、政策的に関連の深い他の
大綱等の改定の時期に合わせる方向で検討し、令和５
年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。
（12）子どもの貧困対策の推進に関する法律（平25法
64）
子どもの貧困対策についての計画（９条１項及び同条２
項）については、政策的に関連の深い他の計画等と一
体のものとして策定することが可能であること、地方公
共団体がその実情に応じて計画の期間や変更時期を
判断することが可能であることを明確化し、地方公共団
体に令和２年度中に改めて通知する。
５【法務省】
（７）再犯の防止等の推進に関する法律（平28 法104）
地方再犯防止推進計画（８条１項）については、政策的
に関連の深い他の計画等と一体のものとして策定する
ことが可能であること、地方公共団体がその実情に応じ
て計画の期間や変更時期を判断することが可能である
こと等を明確化するため、「地方再犯防止推進計画策
定の手引き」（令元法務省）を改定し、地方公共団体に
令和２年度中に通知する。
５【厚生労働省】
（５）児童福祉法（昭22法164）
（ⅲ）障害児福祉計画（33条の20第１項及び33条の22第
１項）については、計画に定めるように努めるものとされ
ている事項（33条の20第３項及び33条の22第３項）を記
載するか否かは地方公共団体の判断によること、地方
公共団体において障害者基本法（昭45法84）36条１項
及び４項の合議制の機関を設置している場合には、当
該計画の策定及び変更に向けた意見集約の場として当
該機関を活用することができることを、地方公共団体に
次回の「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の
円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平29厚
生労働省告示116）の改正時に改めて通知する。
（26）母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭39法129）
（ⅱ）自立促進計画（12条１項）については、政策的に関
連の深い他の計画等と一体のものとして策定すること
が可能であること、都道府県、市（特別区を含む。）及び
福祉事務所設置町村（以下この事項において「都道府
県等」という。）がその実情に応じて計画の期間や変更
時期を判断することが可能であることを明確化し、都道
府県等に令和２年度中に通知する。
（31）次世代育成支援対策推進法（平15法120）
（ⅰ）行動計画（８条１項及び９条１項）については、地方
公共団体がその実情に応じて計画の期間や変更時期
を判断することが可能であることを明確化し、地方公共
団体に令和２年度中に通知する。
（46）社会的養育推進計画の策定に関する事務
社会的養育推進計画については、地域の実情を踏まえ
つつ、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（特
別区を含む。以下この事項において「都道府県等」とい
う。）の判断により策定されるものであることを、都道府
県等に令和２年度中に通知する。

（６）通知 令和３年２月１９日に通
知済み。

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等に関する法律第２条の３第１項及び
第３項に基づく基本計画の策定について」
（令和３年２月１９日付け事務連絡）にて各
都道府県担当者に通知済み。

（８）
通知等（計画の内容
及び策定時期につい
ての地公共団体への
周知）

措置済み（「こども基
本法」（令和４年法律
第77号）により、子
供・若者育成支援推
進大綱は、少子化社
会対策大綱及び子ど
もの貧困対策に関す
る大綱と一体化され
ることとなった（こども
施策に関する大綱））

（８）
令和3年１月29日（計画
の内容及び策定時期に
ついての地公共団体へ
の周知）

令和４年６月15日

（８）
地方公共団体の青少年行政主管課宛ての
令和３年１月29日付け事務連絡により、子
ども・若者育成支援推進大綱（法第８条第１
項）を勘案した内容であれば、総合計画な
ど地方公共団体における既存の計画等を
子ども・若者計画（法第9条第1項及び第２
項）とみなすことが可能であること、地方公
共団体がその実情に応じて計画の期間や
変更時期を判断することが可能であること
を通知した。

令和４年６月15日に成立した「こども基本
法」（令和４年法律第77号）において、こども
施策を総合的に推進するため、こども施策
に関する大綱（以下「こども大綱」という。）
を定めること、子ども・若者育成支援推進大
綱で掲げる事項についてもこども大綱に含
めることが規定された。

（12）措置済み （12）令和３年１月29日 （12）地方公共団体の子供の貧困対策主管
課宛ての令和３年１月29日付け事務連絡
により、子どもの貧困対策についての計画
（９条１項及び同条２項）については、政策
的に関連の深い他の計画等と一体のもの
として策定することが可能であること、地方
公共団体がその実情に応じて計画の期間
や変更時期を判断することが可能であるこ
とを通知した。
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各府省からの第１次回答

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率

化等）

熊本市内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

子ども・子育て支援
法等、「子ども・子育
て支援法の一部を
改正する法律等の
施行に伴う留意事
項等について（通
知）」（令和元年９月
13日）第３の１の
（３）、幼児教育・保
育の無償化に関す
る自治体向けＦＡＱ

利用者の利便性向上に資する。現行では、幼児教育・保育の無償化に係るFAQ4-11において、「施設
等利用給付認定の有効期間の始期を申請後初めて施設・事業を利用
した日か認定日のいずれか早い方としており、認定開始日を認定の申
請日より前に遡及することはできません」とされ、遡及認定はできない
と規定されている。また、FAQ7-16においては、「認定区間に空白が生
じることにより利用者の不利益につながらないよう、両市町村と在籍園
の緊密な連携によりすみやかな認定手続きをお願いします」ともされ
ている。しかし、保護者の申請するタイミングによっては、認定期間に
空白が生じることがある。例えば、児童の転園を伴わない転入の場
合、申請手続きが転入日より後になり認定期間に空白ができ、保護者
が実費で保育料を負担することになるといった事例が多い月で20件程
度発生している。そのため、教育保育給付認定のFAQ-419のとおり
「当該市町村間で調整がついた場合には、月割りの取扱い」とすること
はできないか。

幼児教育・保育の無償化に
伴う認定において、月割りの
取扱いを可能とする。 

幼児教育・
保育の無償
化に係る月
割りの取扱
いを可能と
すること

医療・
福祉

事前協議以外の様式が統一されていないことや、書類の作成方法や地
方債充当率、本体工事費などの加算について両省で考え方が異なるこ
とにより事務処理や予算積算が煩雑となっているため、様式の統一等
の事務負担の軽減に加えて、認定こども園に対する交付金を一本化し
ていただきたい。

認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。

転出入の際の認定の空白を生じさせないための事務の留意事項につ
いて、どの様にお考えなのか具体的にお示し頂き、通知の発出も早急
にお願いしたい。
住民票部局との連携については、各自治体の意見も踏まえながら早急
にご検討いただき、通知の発出をお願いしたい。

住民サービスは居住地自治体が負担することが一般的であり、国費は結果的に変わりがないとして
も、その原則を変更する必要があるかは慎重な検討が必要と考えている。
幼児教育・保育の無償化は昨年10月から開始されたもので、本手続もそれに伴い無償化に関係する
市町村実務を検討する会議（全国市長会・全国町村会推薦の12自治体がメンバー）における検討を
経て、現行の取扱いとなっている。
ただ、本提案と同様の転出入の際の認定の空白の問題については当該会議でも既に議題となって
おり、空白を生じさせないための事務の留意事項を通知する方向で検討しているところであり、まず
は当該通知を発出して対応したい。また、転出入時における住民票部局との連携についても認定の
空白を生じさせないための課題となっており、その点についても自治体に通知する方向で検討してい
る。
本論点については、当該会議においても引き続き検討していく予定である。

○同様の事例は月20件程度発生している。新２号を取得している新制度未移行幼稚園の利用者につ
いては、預かり保育や認可外保育施設の利用についても把握する必要がある。
○転園を伴わない転入の場合は日割り計算により事務が煩雑になっており、月割りの取り扱いを認
めていただきたいと考える。
○住所変更は転入後14日以内に手続きをすることとされており、転出日・転入日の確定は住所異動
が生じた事後に判明する。そのため、転入日以降の転入届出日以降に転入先市町村では施設等利
用給付認定申請を受けるため、認定開始日を申請日より遡及しない旨の国の取り扱いによると転入
日と認定起算日が一致するとは言い難く、転出先市町村と転入先市町村の双方で認定終了日と認定
開始日を確認しなければならない。転出先市町村及び転入先市町村の双方で転出・転入の事実と保
護者の申請状況を確認し、転入先で申請がなされていない場合の案内や施設への情報提供などの
調整を都度行う必要がある。また、未移行幼稚園の場合はその月の開園日を算定したうえで日割り
算定を行う必要があり、さらに施設等利用費を代理受領請求した翌月に転出・転入の事実確認ができ
た日割り算定の差額調整を行うなど、市町村及び施設の事務負担は大きい。
施設等利用費が月上限額を単位としていること、教育・保育給付認定の自治体向けFAQでは市町村
間での調整がついた場合は月割りの取り扱いが可能と示されていることなどからも、月の1日の基準
日として月割りでの算定とする取り扱いを可能としていただきたい。
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257 児童福祉法第56条
の４の３ 、保育所等
整備交付金交付要
綱、認定こども園施
設整備交付金交付
要綱

交付金が一本に統一されることで事務負
担が大幅に軽減され、行政の効率化に資
する。

 幼保連携型認定こども園が施設整備を行う場合、保育所機能部分は
厚労省（保育所等整備交付金）、教育機能部分は文科省（認定こども
園施設整備交付金）からの補助となるため、厚労省と文科省の両方に
協議を行う必要がある。１つの事業に対して、２つの業務を行わなけ
ればならないため事務負担が大きくなっている。

幼保連携型認定こども園の
施設整備事業に対する交付
金の一本化による協議の統
一及び交付金事務における
負担軽減のための改善を求
める。

幼保連携型
認定こども
園が行う施
設整備事業
に対する交
付金の一本
化等

○当市の特定・教育保育施設97施設のうち68施設が認定こども園であり、近年はほとんどの施設整
備で事業費の複雑な按分計算や各種書類の二重作成が必要となっている。これらの事務負担は、市
から国(県)への申請事務に加え、事業者から市への申請事務においても同様であることから、一本化
による負担軽減効果は大きい。
○災害時など、被災した施設が認定こども園だった場合、保育所部分は厚生労働省が、幼稚園部分
は文部科学省が災害査定に入ることになり、所轄庁が分かれることで手続きが煩雑になる。
○施設整備に係る補助は、施設種別によって、所管省庁が分かれ、所管毎の補助制度で補助額を算
出しなければならない。
特に、認定こども園における補助額の算出において、煩雑な按分計算を求められること、また交付金
が統一されていないことにより、各所管で見解が異なる場合、一方の所管では補助対象だが、他方の
所管では補助対象外となる場合があり、事務の煩雑化や補助事業者への理解が得られにくい現状が
ある。よって、交付金が内閣府等に統一されることにより、事務の効率化や事業者への理解も得られ
やすくなる。
○当市における施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若干異なること
等、制度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○様式の統一化図られたが、２省への申請は残されており、また対象となる事業に差があり、空調の
新設について、厚生労働省の保育所等整備交付金では、認められて、文部科学省の認定こども園整
備費補助金では認められないという状況があるため、質疑事項について、２省庁にしなければなら
ず、手続きに時間を要することになる。円滑な事業実施のために判断の統一化を図ることで、課題が
解決される。
○当市においても幼保連携型認定こども園が立地しており、各施設の機能部分において申請を分け
ることは相当の事務負担が発生することが懸念される。
○当市では、事前協議の際は県経由で同じ書類を提出し、一度の申請で済むが、交付申請や実績報
告については、左記と同様に別々の所管へ別様式の書類を提出するため、事務負担が非常に大き
く、煩雑な手続きを要す。また、幼保連携型認定こども園における整備の場合、特殊付帯工事の取扱
い（計算方法）が非常に複雑であり、県に照会しながら事務を進めている状況であるため、事務処理
に多大な時間を要す。
「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」事業にあたるかの判断が厚生労働省と文部科学
省で違うケースがあるため、内示が出るまで市の予算を組むことが難しいことがある。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備
交付金と厚生労働省と文部科学省に重複した内容の多い申請書類を提出する必要があり、また、そ
れぞれに厚労省分（保育所分）と文科省分（幼稚園分）の事業費を按分し経費を算出することから、事
務処理に負担が生じている。
○当市においても、幼保連携型認定こども園が施設整備を行う場合、保育所機能部分は厚労省（保
育所等整備交付金）、教育機能部分は文科省（認定こども園施設整備交付金）からの補助となるた
め、厚労省と文科省の両方に協議を行う必要がある。１つの事業に対して、２つの業務を行わなけれ
ばならないため事務負担が大きくなっている。
○同一の施設に対する補助が省庁の縦割りにより非効率に運営されている実態があることから、所
管庁を一元化することに賛同する。
○認定こども園建築の場合、厚労省の保育所等整備交付金と文科省の認定こども園施設整備交付
金を活用することになる。内閣府の交付金として一本化することにより、面積按分等が不要となり、交
付申請及び実績報告の際の業務負担の軽減が図れる。
○１．認定こども園において、補助対象を保育と教育で分け、さらに按分率や基準額、報告書類等が
異なることで、一層、制度を複雑化しており、補助事業者が市を通して国に提出する交付金に係る提
出資料について、保育と教育の判断基準が理解しづらいため、市に多くの問い合わせがある。また、
市が確認する際にも、保育と教育の判別がつかない場合には、文部科学省と厚生労働省の両方に内
容を確認することがあるため、事務負担が大きくなっている。
２．省庁ごとに、要綱とその改正時期、通知の内容が異なることに加え、問い合わせや書類の提出先
も複数であるため、複雑化と事務作業の煩雑さが発生している。
○県内の事例でも同様の不便がある。
○厚生労働省と文部科学省の双方に協議を行っている現状において、業務の重複のみならず、保育
所機能部分と教育機能部分の按分作業が負担となっている。特に、両省で運用が異なる事務(財産処
分の考え方、２カ年事業における端数処理の方法、災害復旧事業における補助対象範囲等)は事業
者の十分な理解を得難く、煩雑さに伴う誤謬の修正作業も膨大となっている。　交付金の一本化が実
現すれば、行政及び事業者の大幅な事務削減が期待でき、交付金の適切な活用にも資するものと思
料する。
○１つの事業に対して、同一の協議を２ヶ所へ行うことは、負担が大きく、交付金の一本化を求める。
○　幼保連携型認定こども園の施設整備において、保育所相当部分と幼稚園相当部分の区分をなく
し、窓口を一本化することにより、同一の内容で２か所に協議・申請する手間や、煩雑な按分計算、修
正が生じた際の調整連絡等が不要となり、事業者、自治体の事務の効率化に資する。本提案は、新
制度開始時より多数の自治体が求めているものであり、早急に改善を図られたい。
○認定こども園に係る施設整備交付金の一元化により、自治体、補助事業者双方において、交付申
請等に係る事務の省力化、効率化が図られることから制度改正が必要である。
○老朽園舎の建替えや大規模修繕において、事務が煩雑
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わ
らず、複雑な按分式で教育部分と保育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種
類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、県にとって事務負担が大き
い。
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見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議

決定）記載内容

各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答

認定こども園に係る施設整備の事務手続
における事務負担を軽減するため、実績報
告書の様式の一部を統一するとともに、入
力補助機能を付加した。
（令和３年３月メールにて連絡済）

令和３年３月に都道府
県に連絡済

【西宮市】
左記により事務負担の軽減が図られているところであるが、窓
口の一本化により更なる事務負担の軽減を望む。
【八王子市】
現在の補助金は、認定こども園を新設する場合には、補助対
象経費を幼保で按分した割合により補助金が交付されるもの
の、既存の認定こども園で教育部分と保育部分の施設整備区
分が異なる場合には、按分により一方の補助金額が正しく計
上されないケースがあり、制度上の不備を抱えている。このた
め、適正な補助金額が交付されるように制度の見直しを求め
る。
なお、按分方法についても示されているが、内容が煩雑で分か
りづらく、事業者の理解が得難い補助金制度となっている。
とりわけ幼保連携型認定こども園については、本来、教育と保
育を一体となって実施する施設であるにもかかわらず、補助対
象経費を幼保で分断して算出することは、施設の性格を考慮し
ても妥当な仕組みであるとはいえない。よって、改めて幼保連
携型認定こども園の施設整備事業に対する交付金の一本化を
求めるものである。
【高崎市】
事前募集や内示時期の統一化、協議様式の統一化によって多
少の負担軽減は図られたが、統一様式でも２つの協議書類を
作成しなければならず、未だ多大な事務負担が残っている。
また、交付申請や実績報告様式は統一されておらず、依頼の
時期も異なるため、事前協議以上に負担を感じている。
厚労省と文科省の双方に協議を行うこと自体が、一連の事務
を煩雑にしている根本的な原因であることをご理解いただき、
解決に努めていただきたい。
【茨木市】
更なる事務の簡素化に向けて取り組んでいただきたい。
【大阪府】
回答いただいている対応により、事務負担の軽減は一定進ん
でいるとはいえるが、支障事例（両省へ提出することによる事
務の煩雑さや過大な事務負担、申請内容に対する両省の見解
の相違、補助対象範囲の別、など）に対する解決や、当該支障
事例を踏まえた補助金の一元化等という提案に対する回答と
しては、不十分と考える。
申請窓口一元化による事務負担の軽減に向け、早急な対応を
お願いしたい。

周知５【内閣府】
（４）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整
備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付
金については、交付申請等に関する様式の一部の共通
化を図る。
［措置済み（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等
教育局長通知）］
また、地方公共団体の事務負担を更に軽減する方向で
検討し、令和２年度中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

施設整備交付金の一本化にあたっては、組織や人材、予算等の点で大幅な見直しが必要であるなど、課題があるものと考える。
　認定こども園に係る施設整備の事務手続においては、
・事業募集や内示時期の統一化・事前周知の徹底
・協議様式の統一化
・補助対象経費における、幼保の按分方法の明示化
等により、事務負担の軽減を図ってきたところである。
今後も更なる事務負担の軽減に向けて関係府省と連携を図っていく。

【全国知事会】
幼保連携認定こども園の施設整備交付
金については、待機児童対策や子育て
支援の量的拡充の実現のため必要不可
欠である。その交付金の制度において、
同一施設の申請等の手続きが複数の所
管となっていることで複雑化及び煩雑化
している現状があることから、施設整備
交付金の一本化などを進めること。

― 「幼児教育・保育の無償化に関する自治体
向けＦＡＱ【2020年10月30日版】」において、
転出入の際の空白を生じさせないための事
務の留意事項を入れるとともに、同一園在
園中の転出入のケースで、当該市町村間
で調整がついた場合には、教育・保育給付
と同様に月割りの取扱いとしても差し支え
ないことを周知。

転出入時における事務手続の円滑化に向
けた住民基本台帳担当部局との連携の強
化について（令和２年10月26日付け内閣府
子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て
支援担当）付、内閣府子ども・子育て本部
参事官（認定こども園担当）付、文部科学
省初等中等教育局幼児教育課、厚生労働
省子ども家庭局総務課少子化総合対策
室、厚生労働省子ども家庭局保育課事務
連絡通知）において、転出入時における給
付認定が円滑に行われるよう住民基本台
帳担当部局との連携等についてを周知

令和２年10月30日「幼
児教育・保育の無償化
に関する自治体向けＦＡ
Ｑ【2020年10月30日
版】」を発出。

令和２年10月26日「転
出入時における事務手
続の円滑化に向けた連
携の強化について」を発
出。

事務連絡等通知５【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅳ）子育てのための施設等利用給付（30条の２）につ
いて、施設等利用給付認定保護者（30条の５第３項）
が、その小学校就学前子ども（30条の４第１項）の利用
する特定子ども・子育て支援施設（７条10項１号から３
号の施設に限る。）を変更せずに月の途中で他の市町
村（特別区を含む。以下この事項において同じ｡）に転居
した場合に、関係市町村間の調整により、月割りによる
給付が可能であること等を地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和２年10月26日付け内閣府子ども・子育
て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付、内閣府子
ども・子育て本部参事官（認定こども園担当）付、文部科
学省初等中等教育局幼児教育課、厚生労働省子ども
家庭局総務課少子化総合対策室、厚生労働省子ども
家庭局保育課事務連絡、幼児教育・保育の無償化に関
する自治体向け【FAQ2020年10月30日版】）］
（関係府省：文部科学省、厚生労働省）

転出入の際の認定の空白を生じさせないための事務の留意事項については、「幼児教育・保育の無償化に関するFAQ」に追加し、なるべく早期に、遅くとも10月中に
は各自治体にお示しする方向で検討している。その考え方については現在、検討中であるが、例えば、施設等利用給付認定を取消す場合である、子ども・子育て支
援法第30条の９第１項第２号の「当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき」を、転出届が提出された日ではなく、転入先市町村に
転入届が提出された日とし、転出元自治体は転入先自治体に転入届提出日を確認し、提出日に合わせて転出元自治体における認定の取消しを行うことなどを例示
するといったことが考えられる。
住民票部局との連携に関する事務連絡については、市町村実務を検討する会議でいただいたご意見も踏まえながら、なるべく早期に、10月中をめどに各自治体に
発出する方向での対応を予定している。

○新制度未移行幼稚園を利用した場合における施設等利用
給付については、月割りにする方向で整理・周知したいとの説
明があったが、早急な対応が必要であり、今後のスケジュール
について示していただきたい。
○認可外保育施設等、施設等利用給付の対象となる新制度未
移行幼稚園以外の施設や預かり保育事業等についても月割り
とすることが可能か検討いただきたい。

―
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